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離
・
発
展
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中
国
の
国
家
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償
制
度
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人
民
の
権
利
利
益
の
保
護
と
﹁
法
律
に
よ
る
行
政
﹂
の
原
則
下
に
お
い
て
の
行
政
機
関
及
び
職
員
に
対
す
る
監
督
作
用
を
果
た
す
と

い
う
点
で
、
今
日
、
一
定
の
役
割
を
果
た
し
て
い
る
。
し
か
し
、
中
国
国
家
賠
償
法
の
施
行
後
の
一
八
年
間
に
お
い
て
、
国
家
賠
償

訴
訟
事
件
数
は
少
な
く
、
被
害
者
が
賠
償
を
得
た
ケ
ー
ス
は
さ
ら
に
少
な
い
。
ま
た
、
そ
の
賠
償
金
額
も
少
な
い
の
が
現
状
で
あ



362法政論集　253号（2014）

論　　説

る(1)

。
そ
の
原
因
と
し
て
は
、
賠
償
範
囲
が
狭
く
な
っ
て
い
る
こ
と
や
、
賠
償
金
額
が
少
な
い
問
題
点
等
が
存
在
す
る
。
特
に
、
国
家

の
法
人
格
性
を
否
認
し
、
機
関
の
法
人
格
を
認
め
、
そ
れ
に
責
任
を
負
わ
せ
る
と
い
う
﹁
機
関
賠
償
﹂
責
任
を
採
用
し
て
い
る
た
め
、

例
え
ば
、
複
数
の
機
関
に
ま
た
が
る
行
為
に
つ
い
て
、
機
関
の
間
で
責
任
を
押
し
付
け
合
う
状
況
が
生
じ
や
す
い
。
ま
た
、
職
員
に

対
す
る
監
視
・
監
督
の
一
環
と
し
て
、
行
政
訴
訟
法
六
八
条
二
項
及
び
国
家
賠
償
法
一
六
条
に
お
い
て
は
、﹁
故
意
又
は
重
過
失
﹂

が
あ
る
職
員
対
し
て
、
機
関
の
求
償
権
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
運
用
は
、
結
果
と
し
て
国
家
の
賠
償
責
任
で
は
な
く
、﹁
機
関

賠
償
﹂
及
び
﹁
職
員
﹂
に
よ
る
賠
償
と
な
っ
て
い
る(2)

。

中
国
国
家
賠
償
法
は
、
上
記
の
点
で
、
日
本
を
含
め
た
先
進
資
本
主
義
諸
国
の
国
家
賠
償
法
と
は
異
な
り
、﹁
機
関(3)

賠
償
﹂
と
い

う
特
徴
を
も
っ
て
い
る
こ
と
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の
背
景
と
し
て
は
三
点
を
あ
げ
る
こ
と
が
で
き
る
。
第
一
は
、﹁
便

民
原
則
﹂
の
下
に
制
定
さ
れ
た
台
湾
地
区
の
﹁
国
家
賠
償
法
﹂
に
お
け
る
機
関
賠
償
制
度
の
影
響
で
あ
る
。
第
二
は
、
フ
ラ
ン
ス
の

﹁
行
政
主
体
論
﹂
の
影
響
で
あ
る
。
行
政
主
体
論
は
、
一
九
八
〇
年
代
後
半
、
王
名
揚
の
教
科
書
﹃
フ
ラ
ン
ス
行
政
法
﹄
に
よ
っ
て
、

中
国
に
広
く
紹
介
さ
れ
た
。
こ
の
行
政
主
体
論
が
、中
国
の
国
家
賠
償
法
に
お
け
る
機
関
賠
償
制
度
に
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
る
。﹁
国

家
責
任
・
機
関
賠
償
﹂
と
い
う
特
徴
は
、
不
法
行
為
を
行
っ
た
行
政
機
関
と
賠
償
義
務
機
関
が
一
致
す
る
点
に
あ
る
。
つ
ま
り
、
こ

の
﹁
行
政
主
体
論
﹂
は
行
政
訴
訟
法
に
強
く
影
響
を
及
ぼ
し
、
国
家
賠
償
法
の
機
関
賠
償
制
度
に
理
論
的
根
拠
を
提
供
し
た
。
第
三

は
、
中
国
民
法
通
則
が
援
用
す
る
機
関
法
人
理
論
で
あ
る(4)

。

﹁
機
関
賠
償
﹂
制
度
と
は
い
う
も
の
の
、賠
償
費
用
は
行
政
機
関
で
は
な
く
、そ
れ
が
属
す
る
各
級
政
府
の
財
源
か
ら
支
払
わ
れ
る
。

不
法
行
為
責
任
を
有
す
る
行
政
機
関
又
は
職
員
が
免
責
さ
れ
て
は
な
ら
な
い
と
し
て
、
各
級
の
政
府(5)

は
自
ら
に
所
属
す
る
不
法
行
為

責
任
を
有
す
る
行
政
機
関
に
対
し
て
、
賠
償
費
用
の
一
部
又
は
全
部
を
命
ず
る
即
ち
、
求
償
権
を
行
使
す
る
こ
と
を
通
じ
て
、
管
轄

下
の
行
政
機
関
に
対
す
る
監
督
を
強
化
し
、﹁
法
に
よ
る
行
政
﹂
を
実
施
す
る
。
第
四
章
に
お
い
て
は
、
こ
の
よ
う
な
経
緯
か
ら
生
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ま
れ
た
﹁
機
関
賠
償
﹂
制
度
を
検
討
す
る
。
上
記
の
﹁
便
民
原
則
﹂
を
掲
げ
て
登
場
し
た
﹁
機
関
賠
償
制
度
﹂
は
、
実
際
、
行
政
機

関
に
対
し
て
、
日
常
の
行
政
運
用
の
予
算
か
ら
賠
償
費
用
を
拠
出
さ
せ
る
こ
と
に
な
る
が
、
十
分
予
算
が
な
い
為
、
被
害
者
へ
の
救

済
が
で
き
な
く
な
る
の
み
な
ら
ず
、
賠
償
費
用
に
あ
て
る
と
財
政
苦
と
な
る
行
政
機
関
は
、
賠
償
費
用
を
拒
む
場
合
も
あ
る
。

二
〇
一
〇
年
の
中
国
国
家
賠
償
法
の
改
正
に
よ
り
、
賠
償
費
用
に
関
し
て
、
賠
償
義
務
機
関
及
び
各
級
政
府
が
﹁
速
や
か
﹂
に
支
払

わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
定
め
た
。
こ
の
改
正
後
の
運
用
に
改
善
が
み
ら
れ
た
か
ど
う
か
は
尚
、
不
明
で
あ
る
。

こ
の
二
〇
一
〇
年
国
家
賠
償
法
改
正
は
、
旧
法
が
設
け
て
い
た
﹁
違
法
確
認
﹂
を
削
除
し
た
。
ま
た
、﹁
先
行
政
、
後
訴
訟
︵
処

理
前
置
主
義
︶﹂
緩
和
の
原
則
を
定
め
た
。
し
か
し
、
九
条
一
項
お
い
て
文
言
条
で
は
﹁
確
認
﹂
を
削
除
し
た
が
、
本
法
の
三
条
、

四
条
、
規
定
と
行
政
訴
訟
法
六
七
条
さ
ら
に
行
政
復
議
法
二
八
条
、
二
九
条
の
規
定
か
ら
み
る
と
そ
の
限
り
で
は
な
い
と
考
え
ら
れ

る
。
ま
た
、
公
民
が
国
家
賠
償
請
求
を
自
由
に
人
民
法
院
で
主
張
で
き
る
と
い
う
私
的
権
利
保
護
制
度
と
比
べ
る
と
き
、﹁
処
理
前

置
主
義
﹂
も
、
適
正
な
も
の
で
は
な
い
。

中
国
国
家
賠
償
法
に
お
け
る
﹁
機
関
賠
償
﹂
の
理
論
は
、
外
国
の
理
論
か
ら
き
た
﹁
舶
来
品
﹂
と
し
て
の
影
響
を
強
く
受
け
る
同

時
に
、
政
策
的
救
済
か
ら(6)

生
ま
れ
て
き
た
こ
と
か
ら
、
中
国
的
な
特
色
を
有
す
る
も
の
と
も
い
え
る
。
例
え
ば
、
国
家
賠
償
請
求
訴

訟
に
お
い
て
、
本
来
、
国
が
被
告
と
な
る
べ
き
と
こ
ろ
を
、
形
式
的
な
理
由
と
し
て
は
、
訴
訟
手
続
進
行
上
の
便
宜
性
だ
け
を
注
視

し
、
行
政
機
関
が
被
告
︵
機
関
の
法
人
格
を
認
め
る
︶
に
な
る
点
に
、
そ
れ
は
現
れ
て
い
る
。
結
果
的
に
は
、
国
家
の
不
法
行
為
責

任
を
回
避
す
る
も
の
で
あ
り
、
機
関
又
は
職
員
個
人
に
そ
の
不
法
行
為
責
任
を
負
わ
す
運
用
に
な
っ
て
い
る
。

上
記
の
と
お
り
、
中
国
国
家
賠
償
法
﹁
機
関
賠
償
﹂
の
仕
組
み
は
、
従
来
の
﹁
徳
治
﹂
を
背
景
に
し
た
政
策
的
救
済
の
影
響
が
法

的
救
済
で
あ
る
国
家
賠
償
制
度
に
及
ん
で
い
る
結
果
で
あ
り
、
国
家
賠
償
制
度
自
体
も
政
策
的
救
済
か
ら
完
全
に
﹁
脱
皮
﹂
し
て
い

な
い
こ
と
の
象
徴
だ
と
考
え
ざ
る
を
得
な
い
。
そ
こ
で
、
こ
う
し
た
政
策
的
救
済
と
法
的
救
済
と
の
相
剋
が
、
中
国
国
家
賠
償
制
度
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の
中
に
ど
の
よ
う
に
現
出
し
て
い
る
か
に
つ
い
て
検
討
す
る
。
ま
ず
。
第
三
章
に
お
い
て
は
、
中
国
国
家
賠
償
法
制
定
の
経
緯
と
そ

の
特
徴
に
関
し
て
若
干
紹
介
し
た
上
で
、
第
四
章
に
お
い
て
、
賠
償
義
務
機
関
の
概
念
と
種
類
及
び
そ
の
運
用
で
あ
る
賠
償
費
用
を

め
ぐ
る
問
題
点
を
主
に
検
討
し
、
第
五
章
で
、
二
〇
一
〇
年
国
家
賠
償
法
改
正
後
に
お
け
る
﹁
違
法
確
認
﹂
削
除
と
﹁
処
理
前
置
制

度
﹂
手
続
の
変
化
に
つ
い
て
検
討
を
行
な
う
。
上
記
の
問
題
点
を
検
討
す
る
こ
と
に
よ
り
、
と
り
わ
け
、﹁
機
関
賠
償
﹂
制
度
を
採

用
す
る
中
国
の
国
家
賠
償
制
度
が
、
政
策
的
救
済
制
度
に
よ
る
制
約
に
よ
っ
て
、
中
国
に
﹁
特
色
あ
る
制
度
﹂
と
し
て
、
生
成
・
進

化
し
て
い
る
姿
を
明
ら
か
に
し
た
い
。

第
三
章
　
中
国
に
お
け
る
国
家
賠
償
法
の
制
定

封
建
王
朝
時
代
の
中
国
で
は
、
君
主
の
権
力
は
至
上
で
あ
り
、
人
民
の
権
利
を
侵
害
し
た
こ
と
に
対
し
て
、
そ
の
賠
償
責
任
を
負

わ
せ
る
と
い
う
考
え
方
は
な
か
っ
た
。
専
制
主
義
支
配
の
封
建
王
朝
に
お
い
て
は
、
君
主
権
力
の
執
行
者
で
あ
る
官
吏
が
、
不
法
行

為
を
行
っ
て
も
、
君
主
の
裁
量
に
基
づ
く
命
令
に
よ
っ
て
、
官
吏
自
身
が
そ
の
責
任
を
負
わ
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
人
民
が
そ
れ
を
訴

え
る
こ
と
は
許
さ
れ
な
か
っ
た
。

第
二
章
で
述
べ
た
よ
う
に
、
封
建
王
朝
の
清
が
倒
れ
、
登
場
し
た
中
華
民
国
に
お
い
て
、
一
九
二
九
年
五
月
に
制
定
さ
れ
た
民
法

一
八
六
条
の
規
定
が
中
国
史
上
初
め
て
、
公
務
員
個
人
が
公
務
執
行
中
に
、
故
意
・
過
失
に
よ
り
他
人
に
損
害
を
与
え
た
場
合
の
公

務
員
個
人
の
損
害
賠
償
責
任
と
、
使
用
者
責
任(7)

と
し
て
、
国
家
が
代
位
し
て
責
任
を
引
き
受
け
る
こ
と
を
定
め
ら
れ
て
い
た
。
そ
し

て
、
憲
法
レ
ベ
ル
で
は
、
一
九
四
七
年
中
華
民
国
憲
法
二
四
条
が
﹁
公
務
員
が
違
法
に
人
民
の
自
由
あ
る
い
は
権
利
を
侵
害
し
た
と
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き
は
、
法
律
の
定
め
た
と
こ
ろ
に
よ
り
、
国
に
対
し
て
損
害
賠
償
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。﹂
と
定
め
、
国
家
賠
償
請
求
権
が
正

式
に
憲
法
上
の
権
利
と
し
て
認
め
ら
れ
た
。
し
か
し
、
周
知
の
よ
う
に
、
内
戦
状
況
の
下
に
お
い
て
は
、
こ
の
権
利
は
実
際
に
は
実

現
不
可
能
で
あ
っ
た
。

中
国
革
命
の
勝
利
と
中
華
人
民
共
和
国
建
国
の
後
に
制
定
さ
れ
た
最
初
の
憲
法
で
あ
る
一
九
五
四
年
憲
法
九
七
条
二
項
は
、
国
家

賠
償
責
任
に
つ
い
て
、｢

国
家
機
関
職
員
に
よ
っ
て
公
民
の
権
利
が
侵
害
さ
れ
、
そ
の
た
め
に
損
失
を
受
け
た
者
は
、
賠
償
を
受
け

る
権
利
を
有
す
る
。｣
と
定
め
た
。
し
か
し
、
第
一
章
で
述
べ
た
よ
う
に
、
一
九
四
九
年
の｢

六
法
廃
止｣

、
政
策
が
法
律
に
勝
る
革

命
的
法
制
及
び
ソ
ビ
エ
ト
法
理
論
の
影
響(8)

に
よ
り
、
国
家
管
理
の
法
と
し
て
行
政
法
は
扱
わ
れ
、
行
政
法
が
有
す
る
人
民
救
済
と
い

う
一
面
は
全
く
関
心
が
払
わ
れ
ず
、
法
的
救
済
と
し
て
の
国
家
賠
償
責
任
制
度
は
、
そ
の
生
成
す
る
土
壌
が
な
か
っ
た
の
で
あ
っ
た
。

文
化
大
革
命
と
い
う
極
端
な
法
虚
無
主
義
時
代
が
終
わ
り
、
中
国
が
改
革
・
開
放
政
策
へ
転
換
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
一
九
七
八

年
共
産
党
第
一
一
期
中
央
委
員
会
第
三
回
全
体
会
議
は
、
新
た
に
近
代
化
政
策
︵
特
に
、
民
主
主
義
の
強
化
と
法
制
の
健
全
化
︶
を

打
ち
出
し
た
が
、
よ
う
や
く
こ
の
政
策
路
線
が
行
政
法
に
も
影
響
を
及
ぼ
し
、
法
律
に
よ
る
行
政
の
原
理
の
生
成
・
進
化
が
始
ま
っ

た
の
で
あ
っ
た
。
第
二
章
で
述
べ
た
よ
う
に
、
改
革
・
開
放
後
の
最
初
の
憲
法
で
あ
る
一
九
八
二
年
憲
法
四
一
条
三
項
に
お
い
て
、

再
度
、
国
家
賠
償
責
任
を
規
定
し
た
。
そ
の
後
、
一
九
八
七
年
に
施
行
さ
れ
た
民
法
一
二
一
条
は
、
こ
の
憲
法
上
の
国
家
賠
償
責
任

を
具
体
化
し
た
。
そ
し
て
、
一
九
八
六
年
九
月
に
制
定
さ
れ
た｢

治
安
管
理
処
罰
令｣

(9)

に
お
い
て
も
、
国
家
賠
償
に
関
す
る
規
定

が
設
け
ら
れ
た
。
そ
の
他
に
も
、
国
家
賠
償
責
任
や
賠
償
手
続
を
定
め
た
個
別
法(10)

が
こ
の
時
期
幾
つ
か
制
定
さ
れ
た
。
特
に
、

一
九
八
九
年
一
〇
月
に
施
行
さ
れ
た｢

行
政
訴
訟
法｣

は
、
国
家
賠
償
責
任
に
つ
い
て
も
、
そ
の
詳
細
を
定
め
る
も
の
と
な
っ
た(11)

。

行
政
訴
訟
法
制
定
後
、
一
九
八
七
年
行
政
立
法
研
究
ク
ル
ー
プ
は
、
こ
の
国
家
賠
償
法
を
行
政
訴
訟
の
一
環
に
位
置
づ
け
て
、
早

速
国
家
賠
償
責
任
制
度
に
関
す
る
研
究
を
行
い
、
国
家
賠
償
法
草
案
を
作
成
す
る
作
業
に
取
り
く
み
、
一
九
九
三
年
秋
に
、
全
人
代
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常
務
委
員
会
の
﹁
法
政
工
作
委
員
会
︵
以
下
、工
作
委
員
会
と
い
う
。︶﹂
に
国
家
賠
償
法
参
考
案
を
提
出
し
た
。
同
工
作
委
員
会
は
、

こ
の
参
考
案
に
修
正
を
加
え
て
正
式
の
国
家
賠
償
草
案
を
作
成
し
、そ
れ
を
第
八
期
全
人
代
常
務
委
員
会
に
提
出
し
た
。そ
し
て
、﹁
中

華
人
民
共
和
国
国
家
賠
償
法
﹂
は
一
九
九
四
年
五
月
一
二
日
、
全
人
代
常
務
委
員
会
第
八
期
第
七
次
会
議
に
お
い
て
採
択
さ
れ
、

一
九
九
五
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
さ
れ
た
。
同
法
は
、﹁
総
則
﹂、﹁
行
政
賠
償
﹂、﹁
刑
事
賠
償
﹂、﹁
賠
償
方
式
及
び
計
算
基
準
﹂、﹁
そ

の
他
の
規
定
﹂
及
び
﹁
附
則
﹂
の
六
章
か
ら
の
構
成
に
な
る
、
全
三
五
条(12)

の
法
律
で
あ
る
。
そ
の
中
に
は
、
行
政
上
の
損
害
賠
償
と

刑
事
賠
償
︵
刑
事
補
償(13)

︶
の
二
つ
が
含
ま
れ
、
日
本
の
国
家
賠
償
法
に
み
ら
れ
な
い
多
く
の
特
徴
を
持
っ
て
い
る(14)

。(15)

中
国
で
は
、
従
来
、
職
員
が
職
務
を
執
行
す
る
に
つ
い
て
損
害
を
発
生
さ
せ
た
場
合
に
は
当
該
職
員
を
監
督
す
る
機
関
が
責
任
を

負
う
制
度(16)

を
と
り
、
国
家
自
体
の
賠
償
責
任
を
認
め
て
い
な
か
っ
た
。
国
家
賠
償
法
の
施
行
に
よ
り
、
従
来
の
法
的
救
済
に
お
け
る

国
家
無
責
任(17)

の
立
場
を
転
換
し
た
。
そ
れ
に
よ
り
、
不
明
確
だ
っ
た
賠
償
の
具
体
的
方
法
、
手
続
を
明
確
に
し
、
人
民
の
権
利
利
益

の
保
護
を
図
る
の
が
目
的
の
実
現
を
狙
っ
た
。

し
か
し
、
政
策
的
救
済
の
影
響
を
強
く
受
け
て
生
ま
れ
た
中
国
の
国
家
賠
償
法
は
、
日
本
の
国
家
賠
償
法
の
目
的
︵
国
民
の
権
利

救
済
色
合
い
が
強
い
︶
と
は
違
う
一
面
を
も
っ
て
い
る
。
そ
の
法
案
審
理
を
め
ぐ
る
一
九
九
三
年
前
後
の
国
家
賠
償
法
制
定
目
的
を

め
ぐ
る
論
争
を
検
討
す
る
こ
と
に
よ
り
、
中
国
国
家
賠
償
法
の
法
案
審
議
の
際
の
論
争
を
検
討
し
、
そ
こ
か
ら
、
中
国
の
国
家
賠
償

法
の
立
法
目
的
を
窺
う
こ
と
に
す
る
。
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第
一
節　

法
案
審
議
の
過
程
に
お
け
る
論
争
︱
国
家
賠
償
法
の
目
的
を
め
ぐ
る
論
争
︱

第
一
款
　
学
説

一
九
九
三
年
前
後
の
国
家
賠
償
法
立
法
の
際
に
、
制
度
説
︵
多
数
説
︶
と
、
こ
れ
か
ら
派
生
し
た
幾
つ
か
の
学
説
の
間
で
論
争
が

行
わ
れ
て
い
る
。
そ
れ
は
、
制
度
説(18)

︵
人
民
内
部
の
矛
盾
の
緩
和
・
被
害
者
救
済
・
職
員
に
対
す
る
監
視
・
監
督
︶
と
権
利
救
済
・

職
員
監
視
・
監
督
説
及
び
政
策
救
済
延
長
線
・
便
民
主
義
︵
権
利
保
護
︶
説
の
間
の
論
争
で
あ
り
、
立
法
目
的
を
め
ぐ
る
論
争
で
あ
っ

た
。

一　

制
度
説

当
初
、
警
察
官
僚
で
あ
る
陳
曾
侠
を
代
表
メ
ン
バ
ー
と
す
る
グ
ル
ー
プ
は
、
国
家
賠
償
法
の
立
法
目
的
は
、﹁
人
民
の
合
法
権
益

を
保
護
し
、
国
家
機
関
が
法
の
定
め
た
と
こ
ろ
に
よ
り
職
務
を
お
こ
な
う
こ
と
を
促
す
と
と
も
に
、
共
産
党
及
び
政
府
と
人
民
大
衆

の
関
係
を
密
接
に
す
る
﹂
こ
と
に
あ
る
と
主
張
し
た(19)

。
ま
た
、
当
時
の
全
人
代
常
務
委
員
会
法
制
工
作
委
員
会
民
法
室
副
主
任
で
あ

る
肖
峋
は
、﹁
国
家
賠
償
法
の
立
法
目
的
は
主
に
、
政
治
的
機
能
す
な
わ
ち
、﹃
人
民
内
部
の
矛
盾
﹄
を
緩
和
す
る
こ
と
と
、
人
民
の

合
法
権
益
を
法
的
に
保
障
す
る
被
害
者
救
済
機
能
を
果
た
し
、
さ
ら
に
、
職
員
に
対
す
る
監
視
機
能
に
あ
る(20)

。﹂
と
主
張
し
て
い
た
。

さ
ら
に
、
当
時
の
最
高
人
民
法
院
裁
判
官
で
あ
っ
た
江
必
新
は
、
国
家
賠
償
法
の
立
法
目
的
は
﹁
社
会
の
安
定
発
展
を
保
障
す
る
と

と
も
に
、
人
民
の
権
益
を
保
護
す
る
こ
と
に
あ
る(21)

。﹂
と
主
張
し
た(22)

。

二　

権
利
救
済
・
職
員
監
視
・
監
督
説

代
表
的
論
者
の
李
群
生
は
、﹁
社
会
主
義
国
家
の
本
質
を
表
し(23)

、
職
員
の
責
任
感
と
職
務
に
対
す
る
注
意
義
務
を
促
す
と
と
も
に
、

公
民
、
法
人
及
び
そ
の
他
の
組
織
の
合
法
権
益
を
保
護
す
る
目
的
を
果
た
さ
ね
ば
な
ら
な
い
。﹂
と
述
べ
た
。
こ
の
説
を
主
張
し
て
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い
る
者
は
、
一
方
に
お
い
て
職
員
の
職
務
上
の
注
意
義
務
を
促
す
と
い
う
目
的
を
主
に
取
り
上
げ
な
が
ら
、﹁
法
人
と
し
て
の
国
家
﹂

と
い
う
法
理
を
導
入
す
る
こ
と
を
試
み
る
点
に
そ
の
主
な
特
色
が
あ
る(24)

。

三　

政
策
救
済
延
長
線
・
便
民
主
義
︵
権
利
保
護
︶
説

代
表
的
論
者
と
し
て
、
応
松
年
と
馬
懐
徳
は
、﹁
我
が
国
の
伝
統
と
特
色(25)

を
ふ
ま
え
て
、
公
民
や
組
織
の
合
法
的
権
益
を
保
護
す

る
と
も
に
、
職
員
に
職
務
を
忠
実
に
履
行
さ
せ
、
彼
ら
に
責
任
を
果
た
さ
せ
る
﹂
こ
と
が
重
要
だ
と
主
張
し
て
い
る(26)

。
ま
た
、
北
京

大
学
の
羅
豪
才
と
袁
曙
宏
は
、﹁
公
民
、
法
人
及
び
そ
の
他
の
組
織
の
合
法
権
益
を
保
護
し
、
職
員
の
職
務
を
忠
実
に
履
行
さ
せ
、

責
任
を
果
た
さ
せ
る
こ
と
は
、
国
家
賠
償
法
の
主
な
目
的
で
あ
る
。
ま
た
、
中
国
の
内
外
を
巡
る
諸
事
情
か
ら
出
発
し
、
経
済
発
展

の
レ
ベ
ル
と
国
家
機
関
の
職
員
及
び
人
民
大
衆
の
レ
ベ
ル
に
適
合
し
た
法
律
を
制
定
す
る
と
も
に
、
人
民
法
院
の
裁
判
実
務
に
お
い

て
、利
便
性
に
す
ぐ
れ
た
国
家
賠
償
法
を
制
定
す
べ
き
で
あ
る(27)

﹂
と
主
張
し
て
い
た
。
さ
ら
に
、人
民
大
学
の
皮
純
協
と
馮
軍
は
、﹁
国

家
賠
償
法
の
基
本
原
則
は
国
家
と
私
人
の
間
の
利
益
の
調
和
で
あ
る
。
即
ち
、
国
家
賠
償
法
の
立
法
目
的
は
、
国
家
活
動
に
よ
る
私

人
の
権
益
の
損
害
に
対
す
る
救
済
と
国
家
機
関
の
職
員
に
対
す
る
監
督
を
行
う
こ
と
に
あ
る
。
そ
し
て
、
重
過
失
又
は
故
意
・
違
法

を
犯
し
た
職
員
に
対
し
て
は
、
国
家
は
求
償
権
を
行
使
し
、
抑
止
効
果
を
果
た
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。﹂
と
主
張
し
て
い
た(28)

。

そ
の
他
に
も
、
姜
明
安
は
﹁
私
人
の
合
法
権
益
の
保
護
と
国
家
機
関
の
職
員
に
対
す
る
監
督
責
任
の
強
化
及
び
社
会
的
不
安
定
要

素
の
排
除
に
あ
る
。﹂
と
述
べ(29)

、
楊
海
坤
は
、﹁
国
家
責
任
の
明
確
化
を
図
る
と
と
も
に
、
国
家
機
関
の
被
告
適
格
範
囲
を
広
げ
、
国

家
賠
償
法
制
定
す
る
に
よ
り
行
政
法
全
般
の
制
度
の
健
全
化
を
図
る(30)

。﹂
と
述
べ
て
お
り
、
さ
ら
に
、
張
峰
は
﹁
公
民
の
合
法
権
益

保
護
、
社
会
主
義
法
制
の
健
全
化
を
図
る
と
と
も
に
行
政
法
制
に
対
す
る
監
督
を
強
化(31)

﹂(32)

す
る
と
し
、
王
克
穏
は
、﹁
合
法
権
益
の

保
護
、
国
家
機
関
職
員
に
対
す
る
監
督
を
図
る
こ
と(33)

﹂、
蒋
鴻
雁
は
、﹁
社
会
主
義
初
級
段
階
に
お
け
る
国
家
、
集
団
、
人
民
三
者
の

利
益
を
保
護
し
、公
民
の
合
法
権
益
保
護
と
職
員
に
お
け
る
官
僚
主
義
の
克
服
及
び
腐
敗
現
象
︵
職
員
に
対
す
る
監
督
を
防
止
す
る
︶
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目
的
を
果
た
す
こ
と(34)

﹂、
李
明
発
は
、﹁
公
民
の
合
法
権
益
の
保
護
し
、
国
家
の
実
際
の
財
力
を
考
慮
し
た
上
で
、
職
員
に
職
務
を
忠

実
に
履
行
さ
せ
、
そ
の
責
任
を
果
た
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い(35)

。﹂
等
の
主
張
が
な
さ
れ
た
。

第
二
款
　
学
説
の
検
討

制
度
説
と
そ
こ
か
ら
派
生
し
た
当
時
の
各
説
を
ま
と
め
る
と
、
国
家
賠
償
法
制
定
過
程
に
直
接
参
加
し
た
行
政
法
学
者
六
人
の
共

著
本
﹃
行
政
法
学
﹄
の
中
の
記
述
に
お
い
て
、
中
国
国
家
賠
償
制
度
設
計
に
お
け
る
重
要
な
目
的
と
し
て
、
職
員
に
対
す
る
監
視
・

監
督
機
能
の
強
化
と
公
民
の
権
利
保
護
を
あ
げ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。

﹁
長
い
間
、
わ
が
国
は
行
政
権
力
が
法
の
統
制
を
ほ
と
ん
ど
受
け
ず
、
今
日
で
も
我
国
の
官
僚
主
義
、
権
力
濫
用
現
象
は
ま
だ
酷

い
状
況
に
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
わ
が
国
の
公
民
の
権
利
は
行
政
法
上
に
お
い
て
、
ま
だ
充
分
に
保
護
さ
れ
て
い
な
い
。
そ
の
為
、

国
家
賠
償
制
度
の
設
立
と
完
成
は
き
わ
め
て
重
要
で
あ
る
。
も
し
、
行
政
機
関
が
権
力
を
濫
用
し
、
公
民
の
財
産
に
損
害
を
与
え
て

も
賠
償
の
責
め
を
負
わ
な
い
な
ら
ば
、
行
政
機
関
の
権
力
が
広
範
囲
に
及
ぶ
今
日
、
公
民
の
合
法
権
益
を
補
償
す
る
こ
と
は
難
し
い
。

国
家
賠
償
制
度
は
民
主
制
度
発
展
の
一
つ
の
結
果
で
あ
る
。
行
政
権
に
よ
る
権
利
侵
害
責
任
制
度
は
速
や
か
に
完
成
さ
せ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
最
近
、
わ
が
国
は
﹃
国
家
賠
償
法
﹄
の
草
案
を
企
画
し
て
い
る
が
、
こ
れ
は
行
政
責
任
制
度
の
発
展
を
促
進
す
る
の
に

有
効
で
あ
る(36)

﹂
と
述
べ
た
の
で
あ
っ
た
。

そ
の
主
張
に
相
違
が
あ
る
と
い
え
、
各
説
に
お
い
て
、
国
家
賠
償
法
の
制
定
に
つ
い
て
、
こ
れ
を
政
策
的
救
済
の
延
長
線
と
し
て

考
え
て
い
る
こ
と
が
伺
え
る
。
実
際
、
国
家
賠
償
法
の
制
定
過
程
に
お
い
て
、
中
心
メ
ン
バ
ー
に
で
あ
っ
た
応
松
年
、
羅
豪
才
等
が

主
張
し
て
い
る
政
策
的
救
済
延
長
線(37)

・
便
民
原
則
等
の
主
張
は
、
後
日
、
中
国
国
家
賠
償
法
の
制
定
過
程
に
多
大
な
る
影
響
を
及
ぼ

し
た
。
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こ
こ
で
、
政
策
的
救
済
の
延
長
線
と
し
て
、
制
度
説
及
び
そ
れ
か
ら
派
生
し
た
各
説
の
主
張
を
見
る
な
ら
ば
、
人
民
内
部
の
矛
盾

の
緩
和
機
能
と
職
員
に
対
す
る
監
視
・
監
督
機
能(38)

の
強
化
を
図
る
と
い
う
目
的
が
、
人
民
の
権
利
保
護
機
能
を
図
る
目
的
よ
り
、
重

視
さ
れ
て
い
る
と
み
る
こ
と
が
で
き
る
。

第
二
節　

中
国
国
家
賠
償
法
の
特
徴
と
そ
の
問
題
点

第
一
款
　
中
国
国
家
賠
償
法
の
特
徴

国
家
賠
償
法
の
内
容
を
み
る
と
、
中
国
の
そ
れ
は
、
先
進
資
本
主
義
諸
国
の
国
家
賠
償
法
と
は
異
な
る
幾
つ
か
の
特
徴
を
も
っ
て

い
る
。
ま
ず
、
政
策
的
救
済
か
ら
生
ま
れ
た
国
家
賠
償
法
は
刑
事
補
償
の
規
定
を
も
っ
て
い
る
。
刑
事
補
償
は
無
過
失
責
任
を
賠
償

の
要
件
と
し
て
い
る
。
ま
た
、
国
家
賠
償
法
は
違
法
性
原
則
を
採
用
し
て
い
る
。
こ
の
こ
と
は
、
民
法
通
則
上
の
過
失
責
任
が
、
中

国
の
国
家
賠
償
法
に
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
な
い
と
い
う
特
徴
が
わ
か
る
。
中
国
の
国
家
賠
償
法
に
お
い
て
は
、﹁
故
意
﹂、﹁
過
失
﹂

と
い
っ
た
主
観
的
な
責
任
を
定
め
る
文
言
を
用
い
て
い
な
い
た
め(39)

、理
論
上
は
、﹁
自
己
責
任
論
﹂
を
と
る
と
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、

実
際
の
制
度
運
用
に
お
い
て
は
、﹁
機
関
賠
償
﹂
を
と
っ
て
お
り
、
職
員
に
対
す
る
監
視
監
督
の
面
か
ら
は
、
機
関
が
職
員
に
対
し

て
﹁
求
償
権
﹂
を
行
使
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
ま
た
、
中
国
で
は
、
国
家
賠
償
法
の
性
格
を
め
ぐ
り
、
公
法
説
、
私
法
説(40)

の
対
立
も

あ
る
。
中
国
で
は
、
国
家
賠
償
法
上
の
国
に
は
法
人
格(41)

が
な
く
、
行
政
機
関
が
法
人
格
を
有
し
て
い
る
た
め
、
中
国
に
お
け
る
国
家

賠
償
法
の
責
任
主
体
は
、
自
己
責
任
で
も
な
く
、
代
位
責
任
を
と
る
国
家
で
も
な
く
、
一
種
の
﹁
機
関
責
任
﹂
を
と
る
行
政
機
関
で

あ
る
と
考
え
ら
れ
る(42)

。
ま
た
、
法
律
及
び
法
令
に
よ
っ
て
授
権
さ
れ
た
権
力
を
行
使
す
る
組
織
を
賠
償
責
任
の
義
務
機
関
と
す
る
国

家
賠
償
法
の
規
定
か
ら
見
れ
ば
、
立
法
行
為
、
軍
事
行
為
、
裁
判
行
為
︵
民
事
及
び
行
政
裁
判
︶
を
国
家
賠
償
責
任
が
追
及
で
き
る
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対
象
か
ら
除
外
さ
れ
て
お
り(43)

、
こ
の
点
で
も
、
国
家
自
己
責
任
の
仕
組
み
に
は
な
っ
て
い
な
い
。

中
国
国
家
賠
償
法
の
構
成
要
件

中
国
国
家
賠
償
法
の
構
成
要
件
は
、
以
下
の
と
お
り
に
な
る
。
権
利
侵
害
の
主
体
、
不
法
行
為
の
存
在
、
権
利
侵
害
の
事
実
の
存

在
、
不
法
行
為
と
権
利
侵
害
の
間
の
因
果
関
係
で
構
成
さ
れ
て
い
る
。
そ
こ
で
、
不
法
行
為
は
権
利
侵
害
が
発
生
す
る
前
提
で
あ
る
。

︵
一
︶
権
利
侵
害
の
主
体

権
利
侵
害
の
主
体
に
関
し
て
は
、
国
家
機
関
、
国
家
機
関
の
職
員
及
び
法
律
に
よ
り
授
権
さ
れ
た
組
織
と
そ
の
職
員
、
行
政
機
関

に
よ
り
委
託
さ
れ
た
組
織
又
は
個
人
が
含
ま
れ
て
い
る(44)

。

︵
二
︶
不
法
行
為

中
国
で
は
、
不
法
行
為
と
は
、
直
接
に
法
律
、
法
規
に
触
れ
る
行
為
を
指
す(45)

と
い
わ
れ
て
い
る
。
中
国
国
家
賠
償
法
に
お
け
る
不

法
行
為
の
範
疇
に
は
、
行
政
契
約
は
含
ま
れ
て
い
な
い
。
中
国
に
お
い
て
は
、
行
政
契
約
と
民
事
契
約
は
実
務
上
分
け
て
扱
っ
て
お

り
、
そ
の
た
め
、
行
政
契
約
に
関
す
る
賠
償
の
問
題
は
民
事
訴
訟
あ
る
い
は
経
済
訴
訟(46)

で
解
決
さ
れ
、
こ
こ
で
言
う
国
家
賠
償
と
は

異
な
る
も
の
と
さ
れ
て
い
る(47)

。(48)

︵
三
︶
権
利
侵
害
損
害
の
事
実

国
家
賠
償
法
の
も
う
一
つ
の
前
提
は
、
行
政
上
の
権
利
侵
害
と
い
う
事
実
で
あ
る
。
損
害
の
事
実
は
、
物
質
的
な
損
害
と
い
う
事

実
を
指
す
こ
と
も
あ
り
、
精
神
的
損
害
と
い
う
事
実
を
指
す
こ
と
も
あ
る
。
こ
こ
で
い
う
損
害
は
、
個
人
あ
る
い
は
組
織
の
合
法
権

益
に
対
す
る
損
害
で
あ
る
。
近
年
、
精
神
的
損
害
に
対
す
る
救
済
の
範
囲
も
あ
る
程
度
広
く
な
っ
て
い
る(49)

。

︵
四
︶
不
法
行
為
と
権
利
侵
害
事
実
と
の
間
に
お
け
る
因
果
関
係

中
国
国
家
賠
償
法
に
お
い
て
、
因
果
関
係
は
賠
償
責
任
に
関
す
る
構
成
要
件
で
あ
る
。
個
人
、
組
織
へ
の
合
法
権
益
の
損
害
は
、



372法政論集　253号（2014）

論　　説

行
政
行
為
の
違
法
が
生
じ
、
は
じ
め
て
国
家
賠
償
を
導
く
も
の
で
あ
る
。
国
家
賠
償
法
に
お
い
て
、
因
果
関
係
の
あ
り
方
に
つ
い
て

は
、
直
接
因
果
関
係
を
強
調
す
る
考
え
が
多
数
説(50)

に
な
っ
て
い
る
。
職
員
が
お
こ
な
っ
た
権
利
侵
害
に
よ
る
損
害
に
対
し
て
、
そ
の

違
法
行
為
と
損
害
結
果
と
の
間
の
因
果
関
係
を
強
調
し
、
か
つ
、
そ
の
行
為
の
特
質
を
強
調
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
職
員
に
よ
る

権
利
侵
害
の
損
害
は
同
時
に
そ
の
職
務
行
為
が
引
き
起
こ
し
た
も
の
で
あ
り
、
職
務
行
為
以
外
の
職
員
の
行
為
は
、
例
え
、
そ
れ
が

違
法
あ
っ
て
も
、
国
家
賠
償
訴
訟
の
請
求
の
対
象
と
は
な
ら
ず
、
た
だ
、
そ
の
職
員
個
人
の
民
事
責
任
あ
る
い
は
刑
事
責
任
が
生
じ

る
も
の
で
あ
る
。

第
二
款
　
中
国
国
家
賠
償
法
の
範
囲
と
方
式

中
国
の
国
家
賠
償
法
の
範
囲
に
関
す
る
問
題
は
、
損
害
の
種
類
と
損
害
の
程
度
に
分
け
て
考
え
ら
れ
て
い
る
。
中
国
に
お
け
る
国

家
賠
償
法
は
、
国
家
権
力
の
あ
ら
ゆ
る
作
用
を
対
象
に
す
る
わ
け
で
は
な
く
、
同
法
に
規
定
さ
れ
た
一
定
の
場
合
の
み
を
適
用
対
象

と
し
て
い
る
。

中
国
国
家
賠
償
法
に
お
い
て
は
、
立
法
行
為(51)

、
司
法
行
為
︵
行
政
裁
判
及
び
民
事
裁
判
︶、
国
防
行
為
、
外
交
行
為
、
戦
争
行
為
、

マ
ク
ロ
財
政
行
為
等
が
引
き
起
こ
し
た
権
利
侵
害
は
、
国
家
賠
償
か
ら
除
外
さ
れ
て
い
る(52)

。
中
国
の
﹁
民
法
通
則
﹂
は
、
す
で
に
無

過
失
責
任(53)

を
制
度
化
し
て
い
る
。
中
国
国
家
賠
償
法
に
お
い
て
も
、
本
法
の
条
文
で
は
、
過
失
の
文
言
が
入
っ
て
お
ら
ず(54)

、
さ
ら
に

学
説
に
お
い
て
も
、
過
失
を
問
題
に
し
な
い
考
え
が
多
数
説
に
な
っ
て
い
る(55)

。

損
害
の
種
類
の
問
題
に
関
し
て
は
、
上
述
の
と
こ
ろ
で
触
れ
た
よ
う
に
、
物
質
的
損
害
だ
け
で
は
な
く
、
人
身
の
損
害
、
さ
ら
に

一
定
の
範
囲
に
お
け
る
精
神
的
損
害
も
含
ま
れ
る
。
物
質
的
損
害
に
つ
い
て
は
、
直
接
損
失
︵
実
際
の
利
益
の
損
失
︶
と
間
接
利
益

の
損
失
︵
得
べ
か
り
し
利
益
︶
と
に
分
け
ら
れ
る
。
早
く
も
、
一
九
五
四
年
の
﹁
海
港
管
理
暫
定
条
例
﹂
二
十
条
は
﹁
港
務
局
が
い
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か
な
る
法
の
根
拠
も
な
く
、任
意
に
船
舶
が
港
を
離
れ
る
こ
と
が
で
き
な
い
よ
う
に
し
た
こ
と
に
よ
り
受
け
た
直
接
損
失
に
つ
い
て
、

港
務
局
に
賠
償
を
要
求
す
る
こ
と
が
で
き
、
さ
ら
に
、
港
務
局
に
対
す
る
起
訴
の
権
利(56)

を
留
保
す
る
こ
と
が
で
き
る
。﹂
と
定
め
て

い
る
。
こ
の
よ
う
な
解
放
後
の
立
法
に
も
み
ら
れ
る
よ
う
に
、
中
国
国
家
賠
償
法
は
賠
償
の
範
囲
を
直
接
損
失
に
制
限
し
て
い
る
。

中
国
国
家
賠
償
法
に
お
け
る
賠
償
方
式
は
、
一
般
的
に
金
銭
賠
償
の
方
式
を
採
用
︵
中
国
国
家
賠
償
法
三
二
条(57)

︶
し
て
お
り
、
現

物
賠
償
の
方
式
は
一
般
的
に
採
用
し
な
い
。
中
国
国
家
賠
償
法
に
は
、
賠
償
方
式
及
び
計
算
基
準
に
つ
い
て
、
六
ヵ
条
が
設
け
ら
れ

て
い
る
。
行
政
上
の
損
害
賠
償
と
刑
事
補
償
に
は
同
じ
賠
償
方
式
及
び
計
算
基
準
が
適
用
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
賠
償
金
の
上
限

を
設
け
る
こ
と
︵
中
国
国
家
賠
償
法
三
四
条(58)

︶、
財
産
権
に
対
す
る
損
害
賠
償
の
場
合
に
間
接
損
害
が
除
外
さ
れ
て
い
る
こ
と
︵
中

国
国
家
賠
償
法
三
六
条
六
、七
、八
号(59)

︶
な
ど
が
特
徴
的
で
あ
る
。
一
日
の
賠
償
金
の
金
額
及
び
賠
償
金
の
上
限
を
定
め
る
理
由
は
、

国
家
財
政
上
の
困
難
を
理
由
と
す
る
ほ
か
に
、
国
家
賠
償
責
任
が
民
法
上
の
不
法
行
為
責
任
と
し
て
は
理
解
さ
れ
て
い
な
い
と
こ
ろ

に
あ
る
。
一
部
の
学
者
は
、
個
人
経
営
者
、
個
人
企
業
又
は
外
資
系
企
業
が
急
速
に
増
加
し
て
お
り
、
個
人
経
営
者
及
び
個
人
企
業

又
は
外
資
系
企
業
で
働
く
者
の
一
日
の
平
均
給
与
は
、
国
家
の
前
年
度
の
職
員
及
び
労
働
者
の
一
日
平
均
給
与
よ
り
遥
か
に
高
額
な

こ
と
で
あ
る
が
、
国
家
賠
償
法
の
三
四
条
は
こ
の
現
実
に
対
応
し
て
お
ら
ず
、
問
題
が
あ
る
と
主
張
し
て
い
る(60)

。

し
か
し
、
前
述
の
と
お
り
、
中
国
に
お
け
る
国
家
賠
償
制
度
の
生
成
過
程
か
ら
み
る
と
、
中
国
に
お
け
る
国
家
賠
償
責
任
は
、
社

会
保
障
の
性
質
が
勝
る
制
度
で
あ
る
。
こ
の
国
家
賠
償
制
度
の
生
成
過
程
に
着
目
し
て
、
国
家
賠
償
法
三
四
条
の
賠
償
費
用
計
算
基

準
の
趣
旨
を
み
る
と
、
社
会
保
障
の
一
環
と
み
る
こ
と
が
で
き
、
そ
の
責
任
は
、
従
来
の
人
民
公
社
・
単
位
に
よ
る
結
果
責
任
に
基

づ
く
補
償
と
い
う
旧
い
制
度
の
内
容
が
国
家
賠
償
法
施
行
後
、
行
政
機
関
又
は
加
害
職
員
に
よ
る
賠
償
制
度
に
移
行
し
て
も
、
な
お

維
持
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
例
え
ば
、
被
害
者
家
族
の
﹁
生
計
費
支
給(61)

﹂
等
の
文
言
が
入
っ
て
い
る
こ
と
は
、
こ
の
こ
と
を

よ
く
表
し
て
い
る
。
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第
三
款
　
賠
償
義
務
機
関
対
職
員
求
償
権
に
関
す
る
議
論

中
国
に
お
い
て
は
、
前
述
の
よ
う
に
﹁
国
家
無
責
任
﹂
の
仕
組
み
が
維
持
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
国
家
責
任
の
代
替
物
と
し

て
、﹁
機
関
賠
償
﹂
制
度
が
あ
り
、
そ
の
下
で
の
職
員
に
対
す
る
求
償
制
度
が
あ
る
。
機
関
賠
償
制
度
に
つ
い
て
は
、
第
四
章
及
び

第
五
章
に
お
い
て
、
詳
細
に
検
討
を
行
う
た
め
、
こ
こ
で
は
、
主
に
職
員
に
対
す
る
求
償
制
度
に
つ
い
て
検
討
す
る
。

国
家
賠
償
法
一
六
条
、
行
政
訴
訟
法
六
八
条
二
項
は
、
責
任
を
有
す
る
行
政
機
関
が
故
意
又
は
過
失
の
あ
る
職
員
に
対
し
て
、
賠

償
費
用
の
一
部
又
は
全
部
を
支
払
う
こ
と
を
命
じ
る
こ
と
が
で
き
る
と
定
め
て
い
る
。
賠
償
責
任
を
有
す
る
行
政
機
関
が
故
意
又
は

重
過
失
の
あ
る
職
員
に
対
し
て
も
つ
求
償
権
に
つ
い
て
、
そ
の
趣
旨
は
職
員
の
権
利
を
保
護
す
る
こ
と
と
、
そ
れ
を
懲
罰
し
、
か
つ
、

監
督
す
る
こ
と
と
い
う
二
つ
の
課
題
に
こ
た
え
る
と
こ
ろ
に
あ
る
と
さ
れ
た
。
即
ち
、
も
し
軽
過
失
の
行
為
に
つ
い
て
も
、
職
員
に

一
々
求
償
義
務
を
負
う
こ
と
に
な
れ
ば
、
職
員
は
職
務
行
為
に
つ
い
て
萎
縮
し
、
日
常
の
職
務
も
積
極
的
に
行
わ
な
く
な
り
、
公
務

の
円
滑
な
運
営
に
支
障
を
も
た
ら
す
こ
と
に
な
る
と
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
為
、
職
員
に
対
す
る
求
償
権
の
発
生
は
、
故
意
又
は
重
過

失
に
限
っ
て
い
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
公
務
の
円
滑
な
運
営
、
職
員
個
人
の
権
利
を
保
護
す
る
と
い
う
課
題
に
こ
た
え
た
も
の
で
あ
る
。

ま
た
、
公
務
執
行
中
に
、
十
分
か
つ
合
理
的
な
注
意
義
務
を
尽
く
さ
ず
、
故
意
又
は
重
過
失
が
あ
る
職
員
に
対
し
て
求
償
権
を
行
使

す
る
こ
と
は
、
職
員
の
公
務
に
対
す
る
積
極
性
を
挫
折
さ
せ
ず
に
、
公
務
執
行
に
最
善
を
尽
く
せ
し
め
る
と
い
う
懲
罰
や
監
督
の
意

味(62)

も
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
。

学
説
に
お
い
て
は
、
職
員
に
求
償
権
を
行
使
す
る
制
度
の
性
質
を
め
ぐ
り
、
行
政
上
の
懲
罰
及
び
監
督
説
と
代
位
求
償
権
説
、
折

衷
説
及
び
行
政
契
約
説
と
い
う
対
立
が
あ
る
。
行
政
上
の
懲
罰
及
び
監
督
説(63)

︵
通
説
︶
は
、
機
関
が
﹁
故
意
又
は
重
大
な
過
失
﹂
を

犯
し
た
職
員
又
は
委
任
機
関
に
対
し
て
求
償
権
を
行
使
す
る
目
的
は
、
国
家
が
そ
れ
ら
の
職
員
又
は
行
政
機
関
に
対
し
て
、
監
督
責
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任
を
行
使
す
る
た
め
で
あ
る
と
し
て
い
る
。
国
と
そ
れ
ら
の
職
員
又
は
行
政
機
関
と
の
関
係
は
一
種
の
行
政
内
部
に
お
け
る
﹁
特
別

権
力
関
係
﹂
で
あ
り
、
民
事
責
任
あ
る
い
は
懲
戒
処
分
と
は
異
な
り
、
一
種
の
金
銭
を
形
態
と
す
る
行
政
責
任
の
追
及
だ
と
主
張
し

て
い
る
。
し
か
し
、
こ
の
説
は
行
政
主
体
＝
国
の
先
進
資
本
主
義
諸
国
の
国
家
賠
償
法
の
基
本
構
造
と
は
か
な
り
乖
離
が
あ
り
、
な

ぜ
、
行
政
機
関
が
行
政
主
体
と
し
て
認
め
ら
れ
、
職
員
に
対
し
て
求
償
権
を
行
使
で
き
る
か
に
つ
い
て
は
説
明
を
行
っ
て
い
な
い
。

こ
れ
に
対
し
て
、
代
位
求
償
権
説(64)

は
、
国
に
は
抽
象
的
主
体
と
し
て
責
任
が
な
く
、
具
体
的
に
﹁
故
意
又
は
重
大
過
失
﹂
を
犯
し
た

職
員
が
そ
の
賠
償
責
任
を
負
う
べ
き
で
あ
る
と
主
張
し
て
い
る
。
し
か
し
、職
員
個
人
の
財
力
の
限
界
に
よ
り
、国
が
そ
れ
に
代
わ
っ

て
賠
償
費
用
を
支
払
う
も
の
で
あ
り
、
行
政
機
関
が
そ
の
後
求
償
権
を
行
使
す
る
も
の
で
あ
る
と
主
張
し
て
い
る
。

ま
た
、
職
員
の
求
償
権
の
行
使
に
対
す
る
性
質
は
、
行
政
上
の
懲
罰
及
び
監
督
と
代
位
求
償
権
と
の
間
の
中
間
的
性
質
を
も
っ
て

い
る
と
し
て
、
折
衷
説(65)

を
唱
え
る
者
も
い
る
。
こ
の
説
の
主
な
内
容
は
、
中
国
に
お
い
て
﹁
主
権
免
責
﹂
の
法
理
を
放
棄
し
た
以
上
、

国
の
不
法
行
為
に
よ
る
損
害
に
対
す
る
賠
償
と
行
政
機
関
の
不
法
行
為
よ
る
損
害
に
対
す
る
賠
償
及
び
職
員
個
人
の
不
法
行
為
に
よ

る
損
害
に
対
す
る
賠
償
の
三
者
を
は
っ
き
り
理
論
上
分
け
る
必
要
が
あ
る
と
主
張
し
、
そ
こ
で
、
特
定
の
状
況
の
下
で
は
、
行
政
機

関
が
職
員
に
対
す
る
求
償
権
の
行
使
に
免
責
事
由
を
加
え
る
必
要
が
あ
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

さ
ら
に
、
行
政
契
約
説(66)

に
お
い
て
は
、
職
員
と
行
政
機
関
と
の
関
係
は
一
種
の
公
法
契
約
の
関
係
で
あ
り
、﹁
故
意
又
は
重
過
失
﹂

を
犯
し
た
職
員
に
対
し
て
は
、
行
政
機
関
は
民
法
通
則
上
の
求
償
権
を
行
使
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
主
張
し
て
い
る
。

こ
れ
ら
の
学
説
を
み
る
と
、
行
政
上
の
懲
罰
及
び
監
督
説
が
、﹁
特
別
権
力
関
係
﹂
を
適
用
し
て
行
政
機
関
及
び
職
員
を
監
督
す

る
役
割
を
果
た
す
と
い
う
主
張
は
一
定
理
解
で
き
る
。
ま
た
、中
国
国
家
賠
償
制
度
独
特
の
生
成
過
程(67)

に
適
合
し
て
い
る
。
し
か
し
、

こ
の
説
に
は
行
政
救
済
の
観
念
が
十
分
反
映
さ
れ
て
い
な
い
。
そ
れ
に
比
べ
て
、
代
位
求
償
権
説
は
、
被
害
者
救
済
に
お
い
て
は
、

一
定
の
役
割
を
果
た
す
も
の
の
、
そ
の
根
幹
は
、
私
法
上
の
権
利
を
用
い
て
国
家
責
任
を
否
定
し
、﹁
国
家
無
責
任
﹂
を
主
張
す
る
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こ
と
に
あ
る
。
こ
れ
は
、
政
策
的
救
済
か
ら
生
ま
れ
て
き
た
中
国
国
家
賠
償
制
度
と
は
乖
離
す
る
も
の
で
あ
る
。

求
償
権
を
行
使
す
る
に
は
、
二
つ
の
要
件
が
必
要
で
あ
る
。
そ
の
一
つ
は
、
求
償
権
の
規
定
の
仕
方
か
ら
み
る
と
、
求
償
権
は
す

で
に
被
害
者
へ
の
賠
償
金
が
支
払
わ
れ
た
後
に
行
使
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
す
な
わ
ち
、
被
害
者
に
対
し
て
救
済
が
行
わ
れ
た
後
、

行
政
機
関
の
内
部
関
係
︵
監
視
・
監
督
機
能
︶
に
よ
り
処
理
さ
れ
る
。
も
う
一
つ
は
、
職
員
の
公
務
執
行
を
萎
縮
さ
せ
な
い
た
め
、

故
意
又
は
重
過
失(68)

が
な
け
れ
ば
、
職
員
に
責
任
を
負
わ
せ
な
い
こ
と
で
あ
る
。

小
括

国
家
賠
償
責
任
の
発
生
要
件
に
つ
い
て
、
日
本
の
国
家
賠
償
法
で
は
、
客
観
的
要
件
と
主
観
的
要
件
の
両
方
が
必
要
と
さ
れ
て
い

る
。
主
観
的
要
件
と
し
て
は
、
国
又
は
地
方
公
共
団
体
の
公
権
力
の
行
使
で
あ
る
こ
と
と
、
当
該
職
員
の
故
意
又
は
過
失
で
あ
る
こ

と
が
含
ま
れ
る
。
客
観
的
要
件
と
し
て
は
、
違
法
行
為
で
あ
る
こ
と
と
、
損
害
の
発
生
が
必
要
と
さ
れ
て
い
る
︵
日
本
国
家
賠
償
法

一
条
︶(69)
。
ま
た
、
台
湾
地
区
の
﹁
国
家
賠
償
法
﹂
も
同
じ
仕
組
み
を
と
っ
て
い
る(70)

。
し
か
し
、
中
国
に
お
い
て
は
、
職
員
の
故
意
又

は
過
失
と
い
う
主
観
的
要
件
を
必
要
と
し
て
お
ら
ず
、
こ
れ
が
中
国
式
国
家
賠
償
法
の
特
徴
と
も
言
え
る(71)

。

国
家
賠
償
法
を
公
法
と
し
て
位
置
付
け
て
い
る
中
国
に
お
い
て
は
、
一
方
に
お
い
て
は
、
国
家
が
賠
償
責
任
の
主
体
で
あ
る
と
す

る
自
己
責
任
説
を
主
張
す
る
と
同
時
に
、
も
う
一
方
に
お
い
て
は
、
国
家
賠
償
責
任
の
構
成
要
件
と
賠
償
責
任
の
範
囲
及
び
そ
の
方

式
に
お
い
て
、
従
来
の
国
家
賠
償
責
任
の
理
論
か
ら
乖
離
す
る
傾
向
も
見
ら
れ
る
。
例
え
ば
、
賠
償
方
式
及
び
計
算
基
準
に
お
い
て

は
、
従
来
の
政
策
的
救
済
の
影
響
の
下
で
形
成
さ
れ
た
社
会
保
障
的
な
性
質
を
も
っ
て
い
る
反
面
、
賠
償
責
任
の
範
囲
と
い
う
問
題

に
お
い
て
は
、
直
接
損
失
︵
損
害
︶
に
制
限
し
、
一
般
的
に
金
銭
賠
償
の
方
式
を
採
用
す
る
こ
と
で
、
か
つ
て
の
政
策
的
救
済
と
い

う
問
題
よ
り
も
、
そ
の
救
済
範
囲
を
限
定
す
る
傾
向
が
み
え
る
。
ま
た
、
国
家
賠
償
法
に
お
い
て
、
行
政
機
関
が
加
害
職
員
に
対
し
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て
求
償
権
を
行
使
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
定
め
て
お
り
︵
中
国
国
家
賠
償
法
五
条
一
項
、
一
七
条
四
項(72)

︶、
こ
の
結
果
、
職
員
に
対

す
る
監
督
責
任
を
果
た
す
こ
と
と
な
る
。
こ
れ
ま
で
の
人
民
公
社
及
び
単
位
が
政
策
的
救
済
責
任
を
負
う
制
度
か
ら
、
行
政
機
関
が

法
的
賠
償
責
任
及
び
職
員
に
対
す
る
監
視
・
監
督
責
任
を
負
う
制
度
へ
と
変
化
し
た
こ
と
が
わ
か
る
。
し
か
し
、
こ
の
二
つ
の
制
度

は
、
国
の
法
人
格
と
そ
の
責
任
を
否
定
し
て
い
る
点
に
お
い
て
は
、
な
お
共
通
の
も
の
と
な
っ
て
い
る(73)

。
こ
こ
に
、
中
国
の
国
家
賠

償
制
度
の
変
わ
ら
な
い
顕
著
な
特
色
が
あ
る
。

注
１　

一
九
九
五
年
一
月
一
日
、
国
家
賠
償
法
施
行
後
、
国
務
院
法
制
局
の
統
計
に
よ
る
と
行
政
訴
訟
と
の
併
合
の
な
い
単
独
の
行
政
賠
償
件
数
は
一
九
九
五

年
五
〇
余
件
、
一
九
九
六
年
一
〇
〇
余
件
で
あ
る
。
そ
の
中
、
一
九
九
八
年
に
は
四
五
四
八
件
に
達
し
た
も
の
の
、
そ
の
後
は
あ
ま
り
増
え
て
お
ら
ず
、

二
〇
〇
二
年
ま
で
の
総
件
数
は
一
九
〇
八
三
件
し
か
な
か
っ
た
。
ま
た
、
賠
償
金
額
も
小
額
で
あ
る
。
一
九
九
五
年
～
一
九
九
七
年
の
北
京
市
の
統
計

に
よ
る
と
、
行
政
賠
償
に
お
い
て
最
も
多
額
の
賠
償
金
額
は
二
万
元
で
あ
り
、
大
部
分
の
賠
償
金
額
は
千
元
前
後
で
あ
っ
た
。
詳
し
く
は
、
阿
計
﹁
国

家
賠
償
法
：
立
法
、
執
法
三
周
年
回
眸
﹂
政
府
法
制
第
七
期
︵
一
九
九
八
年
︶
七
頁
、
楊
海
燕
﹁
回
顧
與
発
展
︱
記
念
行
政
訴
訟
法
頒
布
一
〇
周
年
座

談
会
綜
述
︱
﹂
人
民
司
法
第
四
期
︵
一
九
九
九
年
︶
五
頁
、
凡
夫
﹁
中
国
国
家
賠
償
制
度
対
公
民
基
本
権
利
的
保
障
﹂
人
権
第
六
期
︵
二
〇
〇
四
年
︶

三
三
頁
参
照
。

⑵　

国
の
自
己
責
任
を
掲
げ
る
中
国
の
国
家
賠
償
請
求
制
度
の
趣
旨
と
矛
盾
し
て
い
る
。
理
論
上
は
国
家
の
責
任
で
あ
る
が
、
実
際
の
仕
組
み
に
お
い
て
は

行
政
機
関
の
責
任
に
な
っ
て
い
る
。

⑶　

こ
こ
で
の
﹁
機
関
﹂
と
は
、賠
償
義
務
機
関
即
ち
賠
償
義
務
を
履
行
す
る
具
体
的
国
家
機
関
の
こ
と
を
指
す
。
高
家
偉
﹃
国
家
賠
償
法
﹄︵
商
務
印
書
館
、

二
〇
〇
五
年
︶
一
八
三
頁
。
中
国
の
国
家
賠
償
責
任
に
お
い
て
、
国
は
一
種
の
抽
象
的
な
組
織
で
あ
る
た
め
、
実
際
、
賠
償
義
務
を
履
行
す
る
の
は
、
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実
際
に
不
法
行
為
を
行
っ
た
現
場
の
行
政
機
関
で
あ
る
。
こ
の
制
度
を
前
提
に
し
て
、
国
に
は
法
人
格
は
な
く
、
行
政
機
関
が
法
人
格
を
有
す
る
と
考

え
て
い
る
。

⑷　

第
三
・
四
・
五
章
に
お
い
て
は
、
主
に
、﹁
機
関
賠
償
﹂
制
度
の
運
用
の
制
度
的
不
備
に
つ
い
て
、
検
討
を
行
う
。
台
湾
地
区
か
ら
の
﹁
便
民
原
則
︵
協

議
前
置
手
続
︶﹂
の
影
響
、
中
国
独
特
の
行
政
主
体
論
、
民
法
通
則
上
の
機
関
法
人
に
対
す
る
議
論
に
つ
い
て
は
、
第
七
章
に
お
い
て
そ
の
問
題
点
を
詳

し
く
検
討
す
る
。

⑸　

各
級
の
人
民
政
府
も
被
告
適
格
に
値
す
る
。﹁
最
高
人
民
法
院
の
行
政
賠
償
事
件
の
若
干
問
題
に
関
す
る
規
定
︵
最
高
人
民
法
院
関
于
審
理
行
政
賠
償

案
件
若
干
問
題
的
規
定
︶﹂
九
条
の
定
め
た
と
こ
ろ
に
よ
る
と
、﹁
国
家
賠
償
請
求
を
単
独
提
起
す
る
際
に
お
い
て
、
被
告
の
所
在
地
の
地
方
人
民
法
院

が
管
轄
す
る
。
中
級
人
民
法
院
が
第
一
審
と
な
る
国
家
賠
償
請
求
事
件
は
以
下
の
も
の
に
な
る
。
一　

被
告
が
税
関
、
特
許
管
理
機
関
で
あ
る
。
二　

被
告
が
国
務
院
の
各
部
門
又
は
省
、
自
治
区
、
直
轄
市
の
人
民
政
府
で
あ
る
。
三　

中
級
人
民
法
院
の
管
轄
内
に
お
け
る
重
大
な
影
響
及
び
複
雑
な
賠

償
事
件
で
あ
る
。
高
級
人
民
法
院
が
第
一
審
と
な
る
国
家
賠
償
請
求
事
件
は
、
そ
の
管
轄
内
に
お
い
て
、
重
大
な
影
響
及
び
複
雑
な
事
件
で
あ
る
。
最

高
人
民
法
院
が
第
一
審
と
な
る
国
家
賠
償
請
求
事
件
は
、全
国
範
囲
内
に
お
け
る
、重
大
な
影
響
及
び
複
雑
な
事
件
で
あ
る
。﹂
に
な
っ
て
い
る
。
つ
ま
り
、

各
級
の
人
民
政
府
も
国
務
院
の
各
部
も
賠
償
義
務
機
関
の
範
疇
に
含
ま
れ
る
こ
と
に
な
る
。

⑹　

国
家
責
任
を
回
避
し
て
行
政
機
関
に
膨
大
な
権
限
を
与
え
、
人
民
の
権
利
救
済
よ
り
、
行
政
の
内
部
統
制
と
し
て
機
関
及
び
職
員
に
対
す
る
監
視
・
監

督
の
色
合
い
が
強
い
も
の
で
あ
る
。

⑺　

現
在
、
台
湾
地
区
の
国
家
賠
償
責
任
に
お
い
て
も
、﹁
中
華
民
国
国
家
賠
償
法
﹂
二
条
は
、
民
法
の
﹁
使
用
者
責
任
﹂
を
根
拠
と
し
て
お
り
、
代
位
責

任
の
評
価
を
受
け
て
い
る
。
詳
し
く
は
、
陳
敏
﹃
行
政
法
総
論
︵
第
五
版
︶﹄︵
新
学
林
、
二
〇
〇
七
年
︶
一
一
三
二
頁
～
一
一
三
三
頁
参
照
。

⑻　

そ
の
後
、
ス
タ
ー
リ
ン
批
判
後
の
ソ
連
及
び
ソ
ビ
エ
ト
行
政
法
の
変
化
に
つ
い
て
は
、
全
く
無
視
さ
れ
た
。
詳
し
く
は
、
第
二
章
を
参
照
。

⑼　
﹁
中
華
人
民
共
和
国
治
安
管
理
処
罰
令
﹂
四
十
二
条



379

中国における国家賠償法（三）（李）
　
﹁
公
安
機
関
が
公
民
に
対
し
て
科
し
た
治
安
管
理
処
罰
が
間
違
っ
た
場
合
は
、
処
罰
を
受
け
た
者
に
誤
り
を
認
め
、
過
料
及
び
没
収
し
た
財
産
を
返
還
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
ら
ず
、
処
罰
を
受
け
た
者
の
法
律
上
の
権
利
利
益
を
侵
害
し
た
場
合
は
、
そ
の
損
害
を
賠
償
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。﹂

⑽　

一
九
八
六
年｢

中
華
人
民
共
和
国
郵
政
法｣

三
二
条
、
三
三
条
、
三
四
条
、
三
五
条
︵
郵
便
物
の
紛
失
、
振
込
業
務
に
よ
る
損
害
賠
償
の
規
定
及
び
そ

の
除
外
規
定
︶、
一
九
八
七
年｢

中
華
人
民
共
和
国
海
関
法｣

五
四
条
︵
税
関
検
査
に
よ
る
損
害
賠
償
に
関
す
る
規
定
︶。

⑾　

そ
の
他
、
一
九
九
一
年
一
月
に
施
行
さ
れ
た
行
政
復
議
条
例
に
お
い
て
も
、
詳
細
な
規
定
が
定
め
ら
れ
て
い
る
。

⑿　
﹁
中
華
人
民
共
和
国
国
家
賠
償
法
﹂
は
、
二
〇
一
〇
年
四
月
二
十
九
日
、
第
一
一
期
全
国
人
民
大
会
常
務
委
員
会
第
十
四
次
会
議
﹁
全
国
人
民
代
表
大

会
常
務
委
員
会
が
﹃
中
華
人
民
共
和
国
国
家
賠
償
法
﹄
の
改
正
に
つ
い
て
の
決
定
﹂︵﹁
全
国
人
民
代
表
大
会
常
务
委
员
会
关
于
修
改
﹃
中
华
人
民
共
和

国
国
家
赔
偿
法
﹄
的
决
定
﹂︶
に
お
い
て
第
一
次
改
正
、
二
〇
一
〇
年
一
二
月
一
日
に
よ
り
施
行
、
ま
た
、
二
〇
一
二
年
一
〇
月
二
六
日
、
第
一
一
期
全

国
人
民
大
会
常
務
委
員
会
第
二
九
次
会
議
﹁
全
国
人
民
代
表
大
会
常
務
委
員
会
が
﹃
中
華
人
民
共
和
国
国
家
賠
償
法
﹄
の
改
正
に
つ
い
て
の
決
定
﹂
に

お
い
て
第
二
次
改
正
、
二
〇
一
三
年
一
月
一
日
施
行
さ
れ
る
よ
う
な
っ
た
。
中
国
国
家
賠
償
法
の
改
正
に
お
い
て
は
、
国
家
賠
償
法
条
文
の
削
除
、
補

填
を
行
い
、
条
文
自
体
が
三
五
条
か
ら
四
二
条
に
増
加
し
て
い
る
が
、
そ
の
基
本
的
な
構
造
は
変
わ
っ
て
い
な
い
。

⒀　

中
国
国
家
賠
償
法
に
お
い
て
は
、﹁
刑
事
賠
償
﹂
と
い
う
文
言
で
定
め
ら
れ
て
い
る
が
、日
本
の
刑
事
補
償
の
よ
う
に
無
過
失
責
任
を
要
件
と
し
て
い
る
。

特
に
、
二
〇
一
〇
年
国
家
賠
償
法
改
正
に
お
い
て
は
、﹁
違
法
﹂
と
い
う
文
言
も
な
く
し
た
の
で
、
こ
こ
で
は
、
敢
え
て
﹁
刑
事
補
償
﹂
と
い
う
文
言
を

使
用
し
た
。
行
政
賠
償
と
刑
事
補
償
両
者
の
最
大
の
違
い
は
、
権
利
侵
害
の
主
体
と
権
利
侵
害
の
原
因
が
違
う
こ
と
に
あ
る
。
行
政
賠
償
は
、
行
政
機

関
及
び
そ
の
職
員
が
行
政
職
務
執
行
に
お
い
て
生
じ
た
損
害
に
対
す
る
賠
償
請
求
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
て
刑
事
賠
償
は
、
司
法
機
関
及
び
そ
の
職
員

の
司
法
上
の
職
務
執
行
に
お
い
て
生
じ
た
損
害
に
対
す
る
賠
償
請
求
で
あ
る
。
中
国
国
家
賠
償
法
三
条
が
列
記
し
て
い
る
人
身
権
に
対
す
る
侵
害
行
為

は
、
行
政
職
権
と
り
わ
け
警
察
権
の
行
使
に
と
も
な
う
も
の
で
あ
る
。
刑
事
補
償
の
対
象
で
あ
る
人
身
権
に
関
わ
る
事
項
︵
国
家
賠
償
法
一
七
条
︶
と

財
産
権
に
関
わ
る
︵
国
家
賠
償
法
一
八
条
︶
に
わ
け
て
列
記
し
て
い
る
。
一
七
条
及
び
一
八
条
に
定
め
て
い
る
刑
事
補
償
の
範
囲
を
行
政
賠
償
の
範
囲
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と
さ
れ
る
事
項
と
ど
の
よ
う
に
区
別
す
る
か
は
、
少
な
く
と
も
、
国
家
賠
償
法
上
は
明
確
に
し
て
い
な
い
。
政
策
的
救
済
か
ら
生
ま
れ
た
中
国
国
家
賠

償
法
の
立
法
の
経
緯
か
ら
す
る
と
上
記
の
法
律
文
言
上
に
お
い
て
も
、
さ
ら
に
、
行
政
強
制
措
置
と
刑
事
強
制
措
置
が
手
続
上
、
運
用
上
に
お
い
て
も

厳
格
に
区
別
さ
れ
て
い
な
い
。
さ
ら
に
、行
政
賠
償
と
刑
事
補
償
に
お
い
て
は
、そ
の
賠
償
手
続
に
お
い
て
も
異
な
る
。
そ
の
違
い
は
以
下
の
点
で
あ
る
。

①
行
政
賠
償
を
請
求
す
る
と
き
は
、
ま
ず
、
賠
償
義
務
機
関
に
請
求
又
は
行
政
不
服
審
査
及
び
行
政
訴
訟
を
請
求
す
る
と
き
に
併
合
し
て
請
求
す
る
こ

と
が
で
き
る
。
他
方
、
刑
事
補
償
そ
の
他
の
司
法
賠
償
を
請
求
す
る
と
き
は
、
ま
ず
、
賠
償
義
務
機
関
に
賠
償
請
求
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
②
行
政

賠
償
手
続
に
お
い
て
は
、
賠
償
請
求
者
は
賠
償
義
務
機
関
の
決
定
に
不
服
が
あ
る
と
き
は
、
直
接
人
民
法
院
に
訴
え
を
提
起
す
る
こ
と
が
で
き
る
が
、

刑
事
補
償
手
続
に
お
い
て
は
、
当
該
賠
償
機
関
の
上
級
機
関
の
不
服
審
査
手
続
を
必
要
と
す
る
。
③
行
政
賠
償
手
続
に
お
い
て
は
、
賠
償
請
求
者
は
人

民
法
院
の
行
政
裁
判
法
廷
に
行
政
賠
償
を
提
起
し
、
人
民
法
院
は
行
政
賠
償
関
連
事
案
に
関
し
て
、
判
決
を
下
す
こ
と
が
で
き
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、

刑
事
補
償
手
続
に
お
い
て
は
、
賠
償
請
求
者
は
下
級
人
民
法
院
に
対
し
て
賠
償
訴
訟
を
提
起
す
る
こ
と
は
で
き
ず
、
中
級
以
上
の
人
民
法
院
が
設
立
し

た
賠
償
委
員
会
に
賠
償
決
定
の
申
請
を
行
う
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。
詳
し
く
は
、
朱
新
力
・
駱
梅
英
ほ
か
﹃
新
編
国
家
賠
償
法
要
義
與
案
例
釈
解
﹄︵
法

律
出
版
社
、
二
〇
一
一
年
︶
九
七
頁
、
郭
越
濤
﹁
行
政
賠
償
を
中
心
と
し
た
日
中
比
較
﹂
現
代
社
会
文
化
研
究
二
二
期
、︵
二
〇
〇
一
年
一
一
月
︶

一
〇
六
頁
参
照
。
こ
こ
で
念
頭
に
し
て
い
る
中
国
国
家
賠
償
法
は
、
行
政
賠
償
の
こ
と
を
指
す
。

⒁　

詳
し
く
は
、
張
勇
﹁
中
国
の
新
し
い
国
家
賠
償
法
の
特
徴
と
問
題
点
︱
中
国
に
お
け
る
行
政
救
済
法
の
理
論
的
諸
問
題
の
補
論
と
し
て
︱
﹂
名
古
屋
大

学
法
政
論
集
第
一
五
八
号
︵
一
九
九
四
年
︶
一
九
四
頁
～
一
九
五
頁
参
照
。

⒂　

こ
こ
で
は
、﹁
国
家
賠
償
﹂
と
い
う
文
言
を
使
っ
て
い
る
が
、
そ
れ
は
主
に
行
政
賠
償
を
意
味
す
る
も
の
と
し
て
用
い
、
刑
事
補
償
に
関
し
て
は
、
本

稿
で
は
取
扱
わ
な
い
。

⒃　

職
員
個
人
の
責
任
に
つ
い
て
は
、
非
法
的
制
度
︵
例
え
ば
、
信
訪
制
度
及
び
党
の
紀
律
検
査
制
度
等
に
よ
り
、
追
及
さ
れ
る
。
詳
し
く
は
、
本
稿
第
六

章
参
照
。︶
を
あ
げ
る
こ
と
が
で
き
る
。
ま
た
、
民
事
責
任
︵
例
え
ば
、
民
法
通
則
一
二
一
条
に
よ
る
と
、
不
法
行
為
を
行
っ
た
職
員
の
民
事
責
任
を
追
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及
で
き
る
。
し
か
し
、
中
国
の
国
家
賠
償
制
度
の
経
緯
か
ら
見
る
と
、
こ
の
民
事
上
の
不
法
行
為
か
ら
進
化
し
た
も
の
で
は
な
い
。
詳
し
く
は
、
第
一
章
、

第
二
章
参
照
。︶
が
追
及
さ
れ
る
可
能
性
も
存
在
し
た
。

⒄　

中
国
式
の
﹁
国
家
責
任
﹂
に
お
い
て
は
、
従
来
は
、
政
策
的
に
救
済
す
る
方
法
が
使
わ
れ
て
い
た
。
詳
し
く
は
、
第
一
章
参
照
。

⒅　

近
時
の
中
国
の
学
界
に
お
い
て
は
、﹁
制
度
説
﹂
以
外
は
、﹁
責
任
説
﹂、﹁
活
動
説
﹂
の
対
立
が
見
ら
れ
る
。
責
任
説
は
、
主
に
国
の
法
人
格
を
認
め
、

そ
れ
に
よ
り
国
が
職
員
に
対
し
て
有
す
る
使
用
者
責
任
に
基
づ
い
て
、
国
家
責
任
を
認
め
る
主
張
で
あ
る
。
責
任
説
に
お
い
て
は
、
中
国
本
土
で
は
ほ

ぼ
支
持
す
る
者
は
な
く
、
主
に
中
国
法
を
検
討
す
る
台
湾
地
区
の
学
者
の
主
張
で
あ
る
。
詳
し
く
は
、
陳
新
民
﹃
中
国
行
政
法
原
理
﹄︵
中
国
政
法
大
学

出
版
社
、
二
〇
〇
二
年
︶
二
四
三
頁
参
照
。﹁
活
動
説
﹂
の
主
な
内
容
は
、
国
家
賠
償
法
は
国
家
が
も
た
ら
し
た
不
法
行
為
に
よ
る
損
害
に
対
し
て
の
賠

償
責
任
を
負
う
活
動
で
あ
る
と
さ
れ
る
。
詳
し
く
は
、
馬
懐
徳
ほ
か
﹃
国
家
賠
償
法
学
﹄︵
中
国
政
法
大
学
出
版
社
、
二
〇
〇
七
年
︶
一
頁
参
照
。
こ
の

活
動
説
は
﹁
制
度
説
﹂︵
国
家
活
動
と
い
う
視
点
か
ら
﹁
制
度
説
﹂
を
容
認
︶
と
﹁
責
任
説
﹂︵
国
家
の
法
人
格
を
限
定
的
に
認
め
る
︶
と
の
折
衷
説
で

あ
る
。
詳
し
く
は
、
高
家
偉
前
掲
注
⑶
書
一
頁
～
二
頁
参
照
。
主
に
台
湾
地
区
の
学
者
が
主
張
し
て
い
る
﹁
責
任
説
﹂
は
、
中
国
国
家
賠
償
請
求
訴
訟

の
賠
償
ル
ー
ト
に
お
け
る
機
関
賠
償
制
度
の
機
能
不
全
を
克
服
す
る
に
は
、
有
用
で
あ
る
。﹁
責
任
説
﹂
の
可
能
性
に
つ
い
て
は
第
七
章
参
照
。

⒆　

詳
し
く
は
、
陳
曾
侠
・
李
季
・
宋
太
郎
﹁
当
然
我
国
国
家
賠
償
立
法
需
要
研
究
的
幾
個
問
題
﹂
法
学
第
八
期
︵
一
九
九
三
年
︶
一
一
七
頁
～
一
一
八
頁

参
照
。

⒇　

詳
し
く
は
、
肖
峋
﹃
中
華
人
民
共
和
国
国
家
賠
償
法
的
理
論
輿
実
用
指
南
﹄︵
中
国
民
主
法
制
出
版
社
、
一
九
九
四
年
︶
四
九
頁
参
照
。

�　

詳
し
く
は
、
江
必
新
﹁
国
家
賠
償
法
価
値
論
﹂
法
学
雑
誌
第
四
期
︵
一
九
九
四
年
︶
二
頁
参
照
。

�　

こ
の
説
に
お
い
て
は
、
共
産
党
及
び
政
府
と
人
民
群
衆
の
関
係
強
化
、
職
員
の
監
視
機
能
の
強
化
、
被
害
者
救
済
等
を
掲
げ
、
主
に
従
来
の
政
策
的
救

済
の
延
長
線
と
し
て
国
家
賠
償
を
制
定
す
る
目
的
を
明
確
に
示
し
て
い
る
。

�　

即
ち
、
人
民
の
国
家
で
あ
る
た
め
、
人
民
に
損
害
を
与
え
た
と
き
は
当
然
な
が
ら
賠
償
す
べ
き
で
あ
る
。
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�　

詳
し
く
は
、
李
群
生
﹁
論
司
法
機
関
及
其
工
作
人
員
職
務
侵
権
損
害
賠
償
﹂
現
代
法
学
第
三
期
︵
一
九
九
二
年
︶
二
〇
頁
～
二
一
頁
参
照
。

�　

中
国
独
特
の
社
会
主
義
特
色
す
な
わ
ち
政
策
的
救
済
の
延
長
線
で
あ
る
こ
と
を
指
す
。

�　

詳
し
く
は
、
応
松
年
・
馬
懐
徳
︵
皇
甫
景
山
訳
︶﹁
国
家
賠
償
に
つ
い
て
の
立
法
探
索
﹂
亜
細
亜
法
学
二
八
巻
一
号
︵
一
九
九
三
年
︶
四
五
頁
参
照
。

�　

詳
し
く
は
、
羅
豪
才
・
袁
曙
宏
﹁
論
我
国
国
家
賠
償
的
原
則
﹂
中
国
法
学
第
二
期
︵
一
九
九
一
年
︶
六
六
頁
参
照
。

�　

皮
純
協
・
馮
軍
﹁
制
定
我
国
国
家
賠
償
法
若
干
実
体
問
題
探
索
﹂
羅
豪
才
・
応
松
年
ほ
か
﹃
中
国
国
家
賠
償
法
研
究
﹄︵
中
国
法
政
大
学
出
版
社
、

一
九
九
一
年
︶
二
五
頁
～
二
七
頁
参
照
。

�　

王
連
昌
﹁
関
于
我
国
国
家
賠
償
法
的
幾
点
陋
見
﹂
前
掲
注
�
書
の
と
こ
ろ
五
〇
頁
参
照
。

�　

詳
し
く
は
、
楊
海
坤
﹁
建
立
我
国
行
政
賠
償
制
度
浅
議
︵
対
于
安
同
志
﹃
試
論
我
国
国
家
賠
償
法
制
度
﹄
一
文
的
高
榷
與
補
充
︶﹂
現
代
法
学
第
二
期

︵
一
九
九
三
年
︶
一
九
頁
参
照
。

�　

す
な
わ
ち
、
職
員
に
対
す
る
監
督
の
強
化
で
あ
る

�　

詳
し
く
は
、
張
峰
﹁
論
制
定
我
国
的
国
家
賠
償
法
﹂
法
律
学
與
研
究
第
七
期
︵
一
九
八
六
年
︶
二
一
頁
～
二
二
頁
参
照
。

�　

詳
し
く
は
、
王
克
穏
﹁
我
国
行
政
賠
償
的
幾
個
理
論
問
題
﹂
法
学
第
一
期
︵
一
九
八
九
年
︶
六
一
頁
～
六
二
頁
参
照
。

�　

詳
し
く
は
、
蒋
鴻
雁
﹁
論
行
政
侵
権
損
害
賠
償
責
任
﹂
法
学
評
論
第
一
期
︵
一
九
九
〇
年
︶
三
四
頁
参
照
。

�　

詳
し
く
は
、
李
明
発
﹁
我
国
国
家
賠
償
法
討
論
綜
述
﹂
安
徽
大
学
学
報
哲
学
社
会
科
学
版
第
四
期
︵
一
九
九
二
年
︶
六
七
頁
参
照
。

�　

羅
豪
才
・
応
松
年
ほ
か
︵
上
杉
信
敬
訳
︶﹃
中
国
行
政
法
概
論
Ⅱ
︵﹃
行
政
法
学
﹄
中
国
政
法
大
学
出
版
社
一
九
八
九
年
︶﹄︵
近
代
文
芸
社
、
一
九
九
七

年
︶
一
三
二
頁
～
一
三
三
頁
参
照
。

�　

こ
の
延
長
線
と
し
て
、
冤
罪
事
件
等
に
よ
る
刑
事
補
償
制
度
も
含
ま
れ
て
い
る
。

�　

職
員
に
対
す
る
監
視
・
監
督
機
能
に
つ
い
て
は
、
日
本
で
は
、
違
法
性
統
制
機
能
と
し
て
、
み
ら
れ
る
傾
向
も
あ
る
。﹁
…
…
過
去
の
非
違
に
対
す
る
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制
裁
的
機
能
ひ
い
て
は
将
来
に
お
け
る
公
務
執
行
の
適
正
を
担
保
し
違
法
行
為
を
防
止
す
る
機
能
︵
違
法
性
統
制
機
能
︶
を
有
す
る
の
で
あ
る
。
…
…

被
害
者
に
よ
る
国
家
賠
償
責
任
の
追
及
は
し
ば
し
ば
将
来
に
お
け
る
被
害
の
再
発
の
防
止
の
願
い
を
伴
っ
て
い
る
の
が
現
実
で
あ
る
し
、
制
度
上
も
、

上
記
の
よ
う
に
、
そ
れ
は
必
然
的
に
違
法
性
統
制
機
能
を
伴
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。﹂。
詳
し
く
は
、
芝
池
義
一
﹁
国
家
賠
償
法
総
説
﹂
室
井
力
ほ
か
﹃
コ

ン
メ
ン
タ
ー
ル
行
政
法
Ⅱ
行
政
事
件
訴
訟
法
・
国
家
賠
償
法
︵
第
二
版
︶﹄︵
日
本
評
論
社
、
二
〇
〇
六
年
︶
五
一
二
頁
参
照
。

�　

国
家
賠
償
責
任
の
発
生
要
件
に
つ
い
て
、
日
本
の
国
家
賠
償
法
は
、
一
般
的
に
は
客
観
的
要
件
と
主
観
的
要
件
の
両
方
が
必
要
と
さ
れ
て
い
る
。
日
本

の
国
家
賠
償
法
に
お
い
て
、
主
観
的
要
件
と
し
て
は
、
国
又
は
地
方
公
共
団
体
の
公
権
力
の
行
使
で
あ
る
こ
と
と
、
当
該
職
員
の
故
意
又
は
過
失
で
あ

る
こ
と
が
含
ま
れ
る
。
客
観
的
要
件
と
し
て
は
、違
法
行
為
で
あ
る
こ
と
と
、損
害
の
発
生
が
必
要
と
さ
れ
て
い
る
︵
国
家
賠
償
法
一
条
一
項
︶。
そ
し
て
、

日
本
の
国
家
賠
償
法
一
条
二
項
に
お
い
て
求
償
権
の
規
定
が
定
め
ら
れ
て
い
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
中
国
の
国
家
賠
償
法
二
条
に
は
﹁
故
意
又
は
過
失
﹂

と
い
う
主
観
的
要
件
は
入
っ
て
い
な
い
。
し
か
し
、
行
政
訴
訟
法
六
八
条
二
項
及
び
国
家
賠
償
法
一
六
条
に
お
い
て
は
、﹁
故
意
又
は
重
大
な
過
失
﹂
あ

る
職
員
に
対
し
て
、
国
︵
実
際
は
行
政
機
関
︶
は
求
償
権
を
有
す
る
こ
と
を
定
め
て
い
る
。﹁
故
意
又
は
重
大
な
過
失
﹂
を
犯
し
た
職
員
に
対
す
る
求
償

権
の
規
定
を
め
ぐ
り
、
こ
れ
が
代
位
責
任
説
で
は
な
い
か
と
い
う
疑
問
が
生
じ
る
が
、
中
国
の
学
界
で
は
こ
れ
を
否
定
し
て
い
る
。
そ
の
主
な
理
由
と

し
て
は
、
国
家
責
任
の
性
質
は
国
の
自
己
責
任
で
あ
る
が
、
国
が
一
つ
の
﹁
抽
象
的
概
念
﹂
で
あ
る
た
め
、
行
政
上
の
損
害
賠
償
責
任
に
関
し
て
は
、

具
体
的
に
国
を
代
表
し
て
行
政
活
動
を
行
う
個
々
の
行
政
機
関
が
そ
れ
を
負
担
す
べ
き
で
あ
る
と
い
う
考
え
方
が
通
説
で
あ
る
。
こ
の
考
え
を
前
提
に

し
て
、
行
政
機
関
が
職
員
に
求
償
権
を
求
め
る
の
は
、
一
種
の
﹁
特
別
権
力
関
係
﹂
に
よ
る
監
視
・
監
督
の
権
限
に
も
と
づ
く
も
の
だ
と
述
べ
て
い
る
。

詳
し
く
は
、
馬
懐
徳
﹁
国
家
賠
償
責
任
的
性
質
﹂
法
学
研
究
第
二
期
︵
一
九
九
四
年
︶
二
〇
頁
～
二
一
頁
参
照
。
馬
懐
徳
は
、
国
の
﹁
抽
象
的
概
念
﹂

性
を
強
調
し
、
行
政
機
関
に
は
当
事
者
能
力
を
与
え
る
こ
と
を
主
張
し
た
。
し
か
し
、
そ
の
後
施
行
さ
れ
た
国
家
賠
償
法
は
、
行
政
機
関
の
法
人
格
も

認
め
た
。
こ
れ
は
、
従
来
か
ら
国
の
自
己
責
任
を
主
張
し
て
い
た
多
数
説
と
は
、
必
ず
し
も
相
容
れ
る
も
の
で
は
な
い
。
な
ぜ
な
ら
、
国
の
法
人
格
を

否
定
し
、
行
政
機
関
の
法
人
格
を
認
め
る
こ
と
に
よ
り
、
国
家
責
任
が
機
関
責
任
に
転
化
さ
れ
て
お
り
、
行
政
機
関
が
﹁
故
意
又
は
重
過
失
﹂
が
あ
る
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職
員
に
対
し
て
求
償
権
を
行
使
す
る
こ
と
も
、
国
の
自
己
責
任
で
は
な
い
代
位
責
任
の
考
え
方
に
近
い
﹁
機
関
責
任
﹂
の
仕
組
み
に
な
っ
て
い
る
と
考

え
ら
れ
る
か
ら
で
あ
る
。

�　

従
来
の
社
会
主
義
法
理
論
か
ら
す
る
と
、
民
法
通
則
で
さ
え
公
法
の
範
疇
に
含
ま
れ
る
。
国
家
賠
償
法
は
当
然
公
法
に
属
す
る
と
考
え
ら
れ
た
。
国
家

賠
償
法
＝
公
法
説
に
関
し
て
は
、
近
年
疑
問
視
す
る
学
説
も
あ
る
。
こ
の
検
討
に
つ
い
て
は
、
詳
し
く
は
本
稿
第
七
章
参
照
。

�　

私
人
と
し
て
の
国
家
と
い
う
概
念
は
、
中
国
に
お
い
て
は
、
現
在
も
認
め
ら
れ
て
い
な
い
。

�　

実
質
的
な
意
味
の
お
い
て
の
中
央
及
び
地
方
政
府
︵
国
家
又
は
地
方
公
共
団
体
︶
に
属
し
て
い
る
さ
ま
ざ
ま
な
行
政
機
関
は
、
国
を
代
表
し
て
公
権
力

を
行
使
し
て
い
る
の
で
、
行
政
機
関
の
法
人
格
性
を
認
め
、
不
法
行
為
責
任
を
行
政
機
関
に
負
せ
る
仕
組
み
に
な
っ
て
い
る
。
し
か
し
、
財
政
の
面
に

お
い
て
、
不
法
行
為
責
任
を
有
す
る
行
政
機
関
は
、
法
人
格
性
を
有
し
な
が
ら
賠
償
費
用
に
お
い
て
は
独
自
の
財
源
を
有
し
て
い
な
い
︵
中
国
国
家
賠

償
法
三
七
条
︶。
つ
ま
り
、
財
源
の
面
に
お
い
て
は
、
賠
償
費
用
は
国
家
の
財
源
か
ら
支
払
わ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

�　
︻
各
国
の
国
家
賠
償
法
の
特
色
簡
易
比
較
表
︼

英

米

独

仏

日

中

主
権
免
責
の
放
棄

時
期

一
九
四
七
年

一
九
四
六
年

二
〇
世
紀
初
頭

二
〇
世
紀
初
頭

一
九
四
七
年

主
権
免
責
の
規
定
が
な
か
っ

た

国
家
責
任
の
法
的

根
拠

国
王
訴
訟
手
続
法

連
邦
不
法
行
為
請

求
権
法

Ｂ
Ｇ
Ｂ
基
本
法

三
四
条

主
に
判
例
法

憲
法
一
七
条
国
家

賠
償
法

憲
法
四
一
条
三
項

国
家
賠
償
法

裁
判
管
轄

司
法

司
法

民
事

行
政

司
法

司
法

適
用
範
囲

行
政
賠
償
＋
刑
事
賠
償

適
用
対
象

公
私
区
別
な
し

公
私
区
別
な
し

公
務

公
役
務

公
権
力
・
公
物

公
務



385

中国における国家賠償法（三）（李）

自
己
責
任

代
位
責
任

代
位

代
位

代
位
改
正
法
案
＝

自
己

自
己

代
位

自
己
︵
国
家
責
任
、
機
関
賠

償
︶

法
的
構
成

私
法

私
法

私
法

公
法

私
法

公
法

責
任
の
主
観
的
要

件

過
失

≒

違
法

過
失

≒

違
法

過
失
改
正
法
案
＝

挙
証
責
任
の
転
換
、

一
部
無
過
失
責
任

公
役
務
の
瑕
疵
、

一
部
無
過
失
責
任

故
意
・
瑕
疵

違
法

改
正
法
案
＝
司
法
権
に
お
け

る
一
部
違
法
性
原
則
を
廃
止

︵
刑
事
賠
償
︶

例
外

主
権
免
責
の
残
存

多
い

多
い

な
し

な
し

な
し

多
い
︵
立
法
・
行
政
立
法
・

公
物
・
裁
判
官
・
軍
事
・
郵
政
・

民
事
及
び
行
政
裁
判
除
外
︶

職
員
個
人
責
任

あ
り

あ
り

な
し

あ
り

な
し
︵
判
例
︶

あ
り

職
員
へ
の
求
償

あ
り

あ
り

あ
り

重
過
失
限
定

あ
り

あ
り

重
過
失
に
限
定

あ
り

改
正
論
議

不
明

あ
り
そ
う

改
正
に
失
敗

不
明

ほ
と
ん
ど
聞
か
な

い

二
〇
一
〇
年
改
正
、
結
果
は

今
後
を
期
待

�　

こ
の
部
分
に
関
し
て
は
、
詳
し
く
は
、
第
四
章
を
参
照
。

�　

羅
豪
才
・
応
松
年
ほ
か
︵
上
杉
信
敬
訳
︶
前
掲
注
�
書
一
四
六
頁
参
照
。

�　

中
国
に
お
け
る
経
済
訴
訟
と
は
、
人
民
法
院
が
当
事
者
及
び
そ
の
他
の
訴
訟
参
加
人
の
参
加
の
下
で
、
経
済
紛
争
に
関
す
る
事
件
を
審
理
・
解
決
す
る

訴
訟
の
こ
と
を
指
す
。
経
済
訴
訟
は
狭
義
の
経
済
訴
訟
と
広
義
の
経
済
訴
訟
の
概
念
に
分
か
れ
る
。
狭
義
の
経
済
訴
訟
は
主
に
一
九
九
一
年
に
施
行
さ

れ
た
﹃
中
華
人
民
共
和
国
民
事
訴
訟
法
﹄
の
中
の
訴
訟
手
続
の
こ
と
を
指
す
。
広
義
の
経
済
訴
訟
は
、
上
記
の
民
事
訴
訟
法
以
外
に
、
憲
法
と
そ
の
他

の
法
律
で
の
民
事
訴
訟
に
関
連
す
る
規
定
及
び
最
高
人
民
法
院
の
民
事
訴
訟
の
関
連
す
る
司
法
解
釈
も
含
ま
れ
る
。

�　

こ
れ
は
中
国
国
内
に
お
け
る
多
数
意
見
と
な
っ
て
い
る
。
詳
し
く
は
、
邢
鴻
飛
﹁
行
政
合
同
性
質
論
﹂
南
京
大
学
法
学
評
論
第
二
期
︵
一
九
九
六
年
︶

一
三
五
頁
～
一
三
七
頁
参
照
。
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�　

と
こ
ろ
で
、
他
の
主
張
も
あ
る
。
そ
れ
は
、
行
政
上
の
約
款
に
違
反
す
る
契
約
は
行
政
上
の
権
利
侵
害
行
為
の
一
種
で
あ
り
、
そ
れ
は
国
家
賠
償
法
の

対
象
に
な
る
と
考
え
る
者
で
あ
る
。
詳
し
く
は
、
孫
笑
侠
﹁
契
約
下
的
行
政
︱
行
政
合
同
本
質
到
現
代
行
政
法
功
能
的
再
解
釈
︱
﹂
比
較
法
研
究
第
三

期
︵
一
九
九
七
年
九
月
︶
三
一
九
頁
以
下
参
照
。

�　

精
神
的
損
害
に
つ
い
て
は
、
二
〇
一
〇
年
改
正
前
ま
で
は
、
国
家
賠
償
法
の
文
言
に
は
入
っ
て
い
な
か
っ
た
。
と
こ
ろ
が
、
二
〇
一
〇
年
改
正
後
の
中

国
国
家
賠
償
法
三
五
条
は
、﹁
こ
の
法
律
の
第
三
条
又
は
第
一
七
条
の
規
定
す
る
場
合
の
一
に
該
当
し
、か
つ
、他
人
に
精
神
的
損
害
を
被
ら
せ
た
と
き
は
、

権
利
を
侵
害
し
た
行
為
の
影
響
が
及
ぶ
範
囲
に
お
い
て
、
影
響
を
除
去
、
名
誉
の
回
復
及
び
謝
罪
を
行
い
、
か
つ
重
大
な
被
害
を
及
ぼ
し
た
場
合
は
、

精
神
的
損
害
に
関
す
る
慰
謝
料
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。﹂
と
定
め
た
。

�　

直
接
因
果
関
係
説
は
、
中
国
国
家
賠
償
法
制
定
当
初
か
ら
多
数
の
学
者
が
主
張
し
て
い
た
。
そ
の
他
に
、
民
事
法
の
学
者
の
中
に
は
相
当
因
果
関
係
説

を
主
張
し
て
い
る
者
も
あ
る
。
近
時
に
お
い
て
は
、
直
接
因
果
関
係
説
に
、
公
共
利
益
︵
政
策
を
含
む
︶
の
考
慮
を
含
め
た
混
合
型
直
接
因
果
関
係
説

を
主
張
す
る
者
も
増
え
て
い
る
。
詳
し
く
は
、
王
熱
・
陳
丹
﹁
論
国
家
賠
償
中
因
果
関
係
要
件
的
判
断
標
準
﹂
求
索
第
八
期
︵
二
〇
一
一
年
︶
一
三
七

頁
～
一
三
八
頁
、
江
必
新
・
梁
鳳
雲
﹃
国
家
賠
償
法
教
程
﹄︵
中
国
法
制
出
版
社
、
二
〇
一
一
年
四
月
︶
四
八
頁
以
下
、
劉
嗣
元
・
石
佑
启
ほ
か
﹃
国
家

賠
償
法
要
論
﹄︵
北
京
大
学
出
版
社
、
二
〇
〇
五
年
︶
五
六
頁
～
五
七
頁
参
照
。

�　

立
法
行
為
に
関
し
て
は
、
全
人
代
に
よ
る
立
法
の
み
な
ら
ず
、
地
方
人
民
代
表
大
会
の
条
例
制
定
な
ど
に
つ
い
て
も
国
家
賠
償
法
の
対
象
と
な
ら
な
い
。

人
民
法
院
に
違
憲
立
法
審
査
権
が
な
い
こ
と
と
、
人
民
法
院
が
全
人
代
あ
る
い
は
地
方
人
民
代
表
大
会
の
監
視
監
督
の
対
象
と
な
っ
て
い
る
た
め
で
あ

り
、
司
法
権
独
立
の
未
成
熟
性
も
そ
の
問
題
で
あ
る
。

�　
﹁
最
高
人
民
法
院
が
行
政
賠
償
案
件
の
若
干
の
問
題
に
つ
い
て
の
規
定
︵
最
高
人
民
法
院
関
于
審
理
行
政
賠
償
案
件
若
干
問
題
的
規
定
︶﹂
六
条
は
、﹁
公

民
、
法
人
又
は
そ
の
他
の
組
織
が
国
防
外
交
な
ど
の
国
家
行
為
又
は
行
政
機
関
が
制
定
、
発
布
し
た
行
政
法
規
・
規
約
又
は
、
一
般
的
拘
束
力
を
も
つ

決
定
、
命
令
に
よ
り
、
合
法
権
益
が
侵
害
さ
れ
た
と
し
て
、
人
民
法
院
に
行
政
賠
償
を
訴
え
た
と
き
は
、
人
民
法
院
は
、
そ
れ
を
受
理
し
な
い
。﹂
と
定
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め
て
い
る
。

�　

民
法
通
則
一
二
一
条
︵
特
殊
な
不
法
行
為
で
あ
る
国
家
機
関
・
職
員
の
職
務
の
執
行
に
か
か
る
不
法
行
為
︶
は
、
憲
法
四
一
条
を
具
体
化
し
た
も
の
で

あ
り
、
国
家
機
関
の
無
過
失
責
任
を
認
め
て
い
る
。
詳
し
く
は
、
王
利
明
﹃
侵
権
行
為
法
帰
責
原
則
研
究
﹄︵
中
国
政
法
大
学
出
版
社
、
二
〇
〇
四
年
︶

一
六
頁
以
下
参
照
。

�　

日
本
の
国
家
賠
償
法
の
中
で
、
故
意
・
過
失
が
賠
償
要
件
と
し
て
扱
わ
れ
て
い
る
の
に
対
し
、
改
正
前
の
中
国
国
家
賠
償
法
で
は
、
賠
償
責
任
の
発
生

要
件
と
し
て
故
意
・
過
失
と
い
う
主
観
的
要
件
は
必
要
と
さ
れ
て
お
ら
ず
、
単
に
違
法
の
み
で
足
り
る
と
し
て
い
る
︵
改
正
前
国
家
賠
償
法
二
条
︶。
こ

れ
は
中
国
の
国
家
賠
償
法
の
特
徴
で
あ
る
。
行
為
者
で
あ
る
職
員
の
主
観
的
意
図
の
い
か
ん
に
か
か
わ
ら
ず
、
賠
償
は
支
払
う
べ
き
で
あ
る
か
ら
、
被

害
者
に
と
っ
て
は
、
合
法
的
権
益
の
保
護
、
人
権
の
尊
重
が
確
実
に
実
現
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
︵
こ
の
よ
う
な
法
律
上
の
仕
組
み
に
対
し
て
は
、
高

く
評
価
す
る
こ
と
が
で
き
る
︶。
国
の
自
己
責
任
を
唱
え
て
い
る
中
国
国
家
賠
償
法
の
趣
旨
か
ら
す
る
と
加
害
職
員
に
対
す
る
求
償
権
自
体
を
云
々
す
る

の
は
、
不
思
議
で
あ
る
。

�　

賠
償
責
任
原
則
を
め
ぐ
り
、
中
国
国
家
賠
償
法
制
定
以
前
の
学
界
に
お
い
て
は
、﹁
無
過
失
責
任
説
﹂、﹁
故
意
又
は
過
失
責
任
説
﹂、﹁
違
法
又
は
明
白

な
不
当
責
任
説
﹂、﹁
違
法
責
任
説
﹂
等
の
学
説
が
み
ら
れ
た
。
そ
こ
で
、
国
家
賠
償
法
制
定
に
お
い
て
は
、
民
法
通
則
上
の
﹁
無
過
失
責
任
説
﹂
と
﹁
故

意
又
は
過
失
責
任
説
﹂
は
採
用
し
て
お
ら
ず
、
行
政
訴
訟
法
六
七
条
一
項
の
﹁
法
律
上
の
権
利
利
益
を
侵
犯
し
た
﹂
の
文
言
を
違
法
が
要
件
と
さ
れ
る

と
理
解
し
た
行
政
訴
訟
法
で
の
﹁
違
法
責
任
説
﹂
の
解
釈
を
国
家
賠
償
法
に
も
導
入
し
、﹁
違
法
責
任
説
﹂
が
通
説
に
な
っ
た
。
そ
の
詳
し
い
経
緯
に
つ

い
て
は
、
張
勇
﹃
中
国
行
政
法
の
生
成
と
展
開
﹄︵
信
山
社
、
一
九
九
六
年
︶
二
一
三
頁
～
二
二
五
頁
、
周
剛
志
﹁
論
国
家
侵
権
的
帰
責
原
則
﹂
雲
南
大

学
学
報
法
学
版
法
学
論
壇
二
四
巻
三
期
︵
二
〇
一
一
年
五
月
︶
二
頁
～
四
頁
参
照
。
と
こ
ろ
が
、
二
〇
一
〇
年
、
中
国
国
家
賠
償
法
は
改
正
さ
れ
、
国

家
賠
償
法
二
条
で
の
﹁
違
法
﹂
の
文
言
が
削
除
さ
れ
た
。
こ
の
点
を
め
ぐ
っ
て
、
多
く
の
行
政
法
学
者
は
、
今
後
、
国
家
賠
償
法
の
賠
償
責
任
は
﹁
結

果
責
任
説
﹂
と
す
る
主
張
に
対
し
て
、
民
法
学
者
の
王
利
明
は
﹁
結
果
責
任
説
﹂
と
﹁
無
過
失
責
任
説
﹂
を
区
別
し
、﹁
無
過
失
責
任
説
﹂
を
も
っ
て
こ
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れ
に
対
抗
し
て
い
る
。
詳
し
く
は
、
周
剛
志
前
掲
注
論
文
四
頁
以
下
参
照
。

�　
﹁
起
訴
の
権
利
﹂
の
文
言
に
関
し
て
は
、
ど
の
法
律
を
根
拠
に
す
る
か
は
、
中
国
の
文
献
に
お
い
て
は
紹
介
さ
れ
て
い
な
い
。

�　

中
国
国
家
賠
償
法
三
二
条

　
﹁
国
家
賠
償
は
、
原
則
と
し
て
金
銭
を
も
っ
て
す
る
。
2　

財
産
の
返
還
又
は
原
状
の
回
復
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
は
、
財
産
の
返
還
又
は
原
状
の

回
復
を
す
る
。﹂

�　

国
家
賠
償
法
三
四
条

　
﹁
公
民
の
生
命
健
康
権
を
侵
害
し
た
場
合
に
は
、
賠
償
金
は
、
次
の
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
計
算
す
る
。

　

一　

身
体
傷
害
を
生
じ
さ
せ
た
場
合
は
、
医
療
費
、
介
護
費
を
負
担
し
、
か
つ
、
休
業
に
よ
っ
て
減
少
し
た
収
入
を
賠
償
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
減
少

し
た
収
入
に
当
た
る
一
日
の
賠
償
金
は
、
国
の
前
年
度
の
職
員
及
び
労
働
者
の
日
平
均
給
料
に
照
ら
し
て
計
算
し
、
最
高
額
は
、
国
の
前
年
度
の
職
員

及
び
労
働
者
の
年
平
均
給
料
の
五
倍
と
す
る
。

　

二　

一
部
又
は
全
部
の
労
働
能
力
の
喪
失
を
生
じ
さ
せ
た
場
合
は
、
医
療
費
、
介
護
費
、
障
害
生
活
補
助
器
具
費
、
回
復
費
等
障
害
に
よ
る
増
加
す
る
必

要
な
支
出
と
継
続
治
療
の
た
め
の
諸
経
費
及
び
身
体
障
害
賠
償
金
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
身
体
障
害
賠
償
金
は
、
労
働
能
力
の
喪
失
の
程
度

及
び
国
家
が
規
定
し
た
傷
害
・
障
害
等
級
に
基
づ
い
て
確
定
し
、
最
高
額
は
、
国
の
前
年
度
の
職
員
及
び
労
働
者
の
平
均
給
料
の
二
十
倍
を
超
え
て
は

な
ら
な
い
。
な
お
、
全
部
の
労
働
能
力
の
喪
失
を
生
じ
さ
せ
た
場
合
は
、
そ
の
扶
養
す
る
労
働
能
力
を
有
し
な
い
も
の
に
対
し
て
、
生
計
費
を
支
払
わ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

三　

死
亡
さ
せ
た
場
合
は
、
死
亡
賠
償
金
及
び
葬
祭
補
助
金
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
そ
の
総
額
は
、
国
の
前
年
度
の
職
員
及
び
労
働
者
の
平
均
給

料
の
二
〇
倍
と
す
る
。
な
お
、
死
者
が
前
年
度
に
扶
養
し
て
い
た
労
働
能
力
を
有
し
な
い
者
に
対
し
て
、
生
計
費
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

2　

前
項
第
二
号
及
び
第
三
号
に
規
定
す
る
生
計
費
の
支
払
い
基
準
に
つ
い
て
は
、
現
地
の
最
低
生
活
標
準
を
参
照
し
て
処
理
す
る
。
被
扶
養
者
が
未
成
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年
で
あ
る
場
合
は
、
満
一
八
才
に
達
す
る
ま
で
生
計
費
を
支
給
す
る
。
そ
の
他
の
労
働
能
力
を
有
し
な
い
者
に
対
し
て
は
、
死
亡
す
る
ま
で
生
計
費
を

支
給
す
る
。﹂

�　

国
家
賠
償
法
三
六
条
一
項
六
、七
、八
号

　
﹁
六　

許
可
書
及
び
免
許
を
取
り
消
し
、
又
は
、
操
業
若
し
く
は
営
業
の
停
止
を
命
じ
た
場
合
は
、
操
業
又
は
営
業
の
停
止
期
間
に
要
し
た
経
常
的
施
設

維
持
費
の
支
出
を
賠
償
す
る
。

　

七　

過
料
、
罰
金
及
び
追
徴
金
、
没
収
し
た
金
銭
を
返
還
し
、
か
つ
銀
行
口
座
の
凍
結
を
解
除
、
金
銭
を
振
り
込
ん
だ
場
合
は
、
銀
行
の
同
期
に
規
定
さ

れ
た
利
息
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

八　

財
産
権
に
対
し
て
そ
の
他
の
損
害
を
生
じ
さ
せ
た
場
合
は
、
直
接
損
害
に
照
ら
し
て
賠
償
す
る
。﹂

�　

応
松
年
・
楊
小
君
﹁
国
家
賠
償
若
干
理
論
輿
実
践
問
題
﹂
中
国
法
学
第
一
期
︵
二
〇
〇
五
年
︶
八
頁
、 

張
勇
前
掲
注
�
書
二
八
一
頁
参
照
。

�　

国
家
賠
償
法
三
四
条

�　

詳
し
く
は
、
張
勇
前
掲
注
�
書
二
三
一
頁
参
照

�　

詳
し
く
は
、
馬
懐
徳
前
掲
注
�
論
文
二
〇
頁
～
二
一
頁
、
張
正
釗
・
韓
大
元
﹁
我
国
行
政
法
学
十
年
的
回
顧
與
展
望
﹂
法
律
学
習
與
研
究
第
一
期

︵
一
九
八
九
年
︶
一
二
頁
、
王
麗
﹁
行
政
追
償
解
構
及
其
程
序
設
計
﹂
法
制
與
社
会
第
二
期
︵
二
〇
〇
七
年
︶
四
〇
一
頁
～
四
〇
二
頁
、
蘭
耀
昌
﹁
行
政

追
償
権
的
法
理
分
析
﹂
蘭
州
商
学
学
報
第
五
期
︵
二
〇
〇
三
年
︶
六
五
頁
～
六
六
頁
、
劉
嗣
元
﹁
論
国
家
賠
償
法
中
的
国
家
追
償
制
度
﹂
華
中
理
工
大

学
学
報
社
会
科
学
版
第
二
期
︵
一
九
九
九
年
︶
一
八
頁
～
二
〇
頁
を
参
照
。

�　

詳
し
く
は
、
王
麗
前
掲
注
�
論
文
四
〇
一
頁
～
四
〇
二
頁
、
蘭
耀
昌
前
掲
注
�
論
文
六
六
頁
～
六
七
頁
を
参
照
。

�　

劉
嗣
元
﹁
論
国
家
賠
償
法
中
的
国
家
追
償
制
度
﹂︵
華
中
理
工
大
学
学
報
・
社
会
科
学
版
、
一
九
九
九
年
二
期
︶
十
九
頁
参
照
。

�　

そ
れ
以
外
に
も
近
年
、
こ
の
機
関
に
よ
る
職
員
求
償
権
を
上
記
の
両
説
と
異
な
り
、
一
種
の
行
政
契
約
に
よ
る
求
償
権
だ
と
主
張
し
て
い
る
説
も
あ
る
。
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つ
ま
り
、
こ
の
求
償
権
は
私
法
上
の
債
権
と
行
政
上
の
﹁
特
別
権
力
関
係
﹂
と
は
違
う
行
政
上
の
公
権
力
の
行
使
で
あ
り
、
行
政
契
約
に
よ
る
債
権
で

あ
る
主
張
し
て
い
る
。
詳
し
く
は
、
王
麗
前
掲
注
�
論
文
四
〇
一
頁
～
四
〇
二
頁
、
蘭
耀
昌
前
掲
注
�
論
文
六
五
頁
～
六
六
頁
を
参
照

�　

政
策
的
救
済
か
ら
生
ま
れ
た
中
国
特
有
の
国
家
賠
償
責
任
と
い
う
制
度
あ
る
。
詳
し
く
は
、
第
一
章
・
第
二
章
参
照
。

�　

中
国
国
家
賠
償
法
十
六
条
一
項
は
、﹁
賠
償
義
務
機
関
は
、
損
害
を
賠
償
し
た
後
に
、
故
意
又
は
重
大
な
過
失
が
あ
っ
た
職
員
又
は
委
任
を
受
け
た
組

織
若
し
く
は
個
人
に
対
し
て
、
賠
償
費
用
の
一
部
又
は
全
部
の
負
担
を
命
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。﹂
ま
た
、
そ
の
二
項
に
お
い
て
﹁
関
係
行
政
機
関
は
、

故
意
又
は
重
大
な
過
失
が
あ
っ
た
職
員
に
対
し
て
、
法
に
よ
っ
て
懲
戒
処
分
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
か
つ
、
犯
罪
を
構
成
す
る
場
合
は
、
法
に
よ
っ

て
そ
の
刑
事
責
任
を
追
求
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。﹂
と
定
め
た
。
ま
た
、
行
政
訴
訟
法
六
八
条
二
項
で
は
、﹁
行
政
機
関
は
、
損
害
賠
償
を
し
た
後
、

故
意
又
は
重
大
な
過
失
の
あ
っ
た
行
政
機
関
の
職
員
に
賠
償
費
用
の
一
部
又
は
全
部
に
つ
い
て
負
担
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
﹂
と
定
め
て
い
る
。
国

家
賠
償
制
度
を
行
政
訴
訟
制
度
の
中
に
位
置
づ
け
て
考
え
る
司
法
解
釈
は
勿
論
、
学
説
に
お
い
て
も
、﹁
故
意
又
は
重
大
な
過
失
﹂
に
よ
る
加
害
職
員
に

対
す
る
求
償
権
行
使
を
支
持
し
て
い
る
。
そ
の
解
釈
に
つ
い
て
は
、﹁
工
商
行
政
管
理
機
関
行
政
賠
償
実
施
弁
法
︵
国
家
工
商
行
政
管
理
局
命
令
、

一
九
九
五
年
八
月
一
日
施
行
︶﹂
三
七
条
、﹁
中
華
人
民
共
和
国
海
関
行
政
賠
償
弁
法
︵
海
関
総
署
は
日
本
の
財
務
省
関
税
局
に
値
す
る
︶
通
知
、

二
〇
〇
三
年
五
月
一
日
施
行
︶﹂
五
一
条
、﹁
民
航
行
政
機
関
行
政
賠
償
弁
法
中
国
民
用
航
空
総
局
通
知
︵
民
用
航
空
総
局
は
日
本
の
国
土
交
通
省
航
空

局
に
値
す
る
︶
二
〇
〇
三
年
一
月
二
三
日
施
行
︶、
三
九
条
及
び
四
〇
条
を
参
照
。
こ
の
点
は
学
説
に
お
い
て
も
ほ
ぼ
異
論
が
な
い
と
こ
ろ
で
あ
る
。

�　

芝
池
義
一
﹁
公
権
力
の
行
使
と
国
家
賠
償
責
任
﹂
杉
村
敏
正
編
﹃
行
政
救
済
法
2
﹄︵
有
斐
閣
、
一
九
九
一
年
︶
一
〇
四
頁
～
一
一
一
頁
、
市
橋
克
哉

ほ
か
﹃
ア
ク
チ
ュ
ア
ル
行
政
法
﹄︵
法
律
文
化
社
、
二
〇
一
〇
年
︶
二
八
五
頁
以
下
︹
榊
原
秀
訓
︺
参
照
。

�　

詳
し
く
は
、
陳
敏
前
掲
注
⑺
書
一
一
三
二
頁
～
一
一
三
三
頁
、
劉
宗
徳
﹁
中
華
民
国
に
お
け
る
国
家
賠
償
責
任
制
度
の
一
考
察
︱
国
家
賠
償
法
施
行
前

後
の
理
論
変
遷
に
つ
い
て
︱
﹂
名
古
屋
大
学
法
政
論
集
一
〇
六
号
︵
一
九
八
五
年
︶
五
〇
九
頁
参
照
。

�　

二
〇
一
〇
年
国
家
賠
償
法
改
正
後
で
は
、
国
家
賠
償
法
二
条
の
中
の
﹁
違
法
﹂
の
文
言
を
な
く
し
た
。
し
か
し
、
第
三
条
、
第
四
条
、
第
一
七
条
︵
一
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項
、
四
項
、
五
項
︶、
第
一
八
条
一
項
に
条
文
に
お
い
て
は
、
ま
だ
違
法
を
そ
の
前
提
条
件
と
し
て
い
る
。
ま
た
立
法
者
も
、﹁
違
法
を
土
台
と
し
、
無

過
失
を
補
完
と
す
る
﹂
と
い
う
意
味
を
含
め
た
解
釈
を
行
っ
て
い
る
。
詳
し
く
は
、
瀋
岿
﹃
国
家
賠
償
法
︱
原
理
與
案
例
︱
﹄︵
北
京
大
学
出
版
社
、

二
〇
一
一
年
︶
一
〇
四
頁
。

�　

こ
の
問
題
に
関
し
て
、
機
関
が
加
害
職
員
個
人
の
責
任
範
囲
を
拡
大
す
る
こ
と
に
よ
り
、
被
害
者
救
済
を
広
げ
る
べ
き
で
あ
る
と
主
張
す
る
者
も
い
る
。

馬
懐
徳
﹁
国
家
賠
償
責
任
與
公
務
員
賠
償
責
任
﹂
中
外
法
学
第
三
期
︵
一
九
九
四
年
︶
五
頁
～
八
頁
参
照
。

�　

詳
し
く
は
、
第
四
章
、
第
七
章
を
参
照
。

第
四
章
　
賠
償
義
務
機
関

第
一
節　

賠
償
義
務
機
関
の
概
念
及
び
種
類

第
一
款
　
賠
償
義
務
機
関
の
概
念

中
国
国
家
賠
償
法
は
、
賠
償
責
任
機
関
を
権
利
侵
害
機
関
︵
不
法
行
為
責
任
機
関
︶
と
賠
償
義
務
機
関
に
分
け
て
い
る
。
国
家
賠

償
法
上
の
賠
償
義
務
機
関
と
は
、﹁
法
律
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
国
を
代
表
し
て
、
賠
償
責
任
を
負
う
国
家
行
政
機
関
の
こ
と

を
指
す(1)

。﹂
で
あ
る
。

国
家
賠
償
法
七
条
三
項
は
、﹁
法
律
及
び
法
規
に
よ
っ
て
授
権
さ
れ
た
組
織
﹂
と
定
め
て
お
り
、
国
家
賠
償
法
七
条(2)

及
び

二
〇
〇
〇
年
﹁
最
高
人
民
法
院
が
行
政
訴
訟
法
の
執
行
に
関
す
る
若
干
の
問
題
に
つ
い
て
の
解
釈
︵
最
高
人
民
法
院
関
於
執
行
﹃
行
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政
诉
讼
法
﹄
若
干
問
題
的
解
释
︶(3)
﹂
を
み
る
と
、
授
権
さ
れ
た
機
関
を
含
む
公
権
力
の
行
使
を
行
う
組
織
が
権
利
侵
害
機
関
︵
不
法

行
為
責
任
機
関
︶
に
入
る
こ
と
に
な
っ
た
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
や
は
り
、
国
家
そ
れ
自
身
に
つ
い
て
は
、
権
利
侵
害
機
関
︵
不
法

行
為
責
任
機
関
︶
に
な
っ
て
い
な
い
点
は
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い(4)

。

賠
償
義
務
機
関
に
は
二
つ
の
モ
デ
ル
が
あ
る
。
一
つ
は
、
権
利
侵
害
機
関
︵
不
法
行
為
責
任
機
関
︶
と
賠
償
義
務
機
関
が
一
致
す

る
分
散
モ
デ
ル(5)

で
あ
る
。
も
う
一
つ
は
、
権
利
侵
害
機
関
︵
不
法
行
為
責
任
機
関
︶
と
賠
償
義
務
機
関
が
分
離
す
る
集
中(6)

モ
デ
ル
で

あ
る
。

第
二
款
　
賠
償
義
務
機
関
の
種
類
（
国
家
賠
償
責
任
機
関
相
互
間
の
責
任
分
担
）

︻
表
︼

単
独
行
政
賠
償(7)

行
政
機
関
及
び
そ
の
職
員
が
行
政
上
の
職
権
を
行
使
す
る
に
当
た
っ
て
、
公
民
、
法
人
及
び
そ
の
他
の
組
織
の
法
律
上
の
権
利
利
益
を
侵
害
し
て

損
害
を
生
じ
さ
せ
た
場
合
は
、
当
該
行
政
機
関
を
賠
償
義
務
機
関
と
す
る
。

共
同
行
政
賠
償(8)

二
つ
以
上
の
行
政
機
関
が
共
同
で
行
政
上
の
職
権
を
行
使
す
る
に
当
た
っ
て
、
公
民
、
法
人
及
び
そ
の
他
の
組
織
の
法
律
上
の
権
利
利
益
を
侵
害

し
て
損
害
を
生
じ
さ
せ
た
場
合
は
、
共
同
で
行
政
上
の
職
権
を
行
使
し
た
行
政
機
関
を
共
同
の
行
政
賠
償
義
務
機
関
と
す
る
。

授
権
組
織
賠
償(9)

法
律
及
び
法
規
に
よ
っ
て
授
権
さ
れ
た
組
織
が
与
え
ら
れ
た
権
力
を
行
使
す
る
に
当
た
っ
て
、
公
民
、
法
人
及
び
そ
の
他
の
組
織
の
法
律
上
の
権

利
利
益
を
侵
害
し
損
害
を
生
じ
さ
せ
た
場
合
は
、
授
権
さ
れ
た
組
織
を
賠
償
義
務
機
関
と
す
る
。

機
関
委
託
賠
償(10)

行
政
機
関
に
よ
っ
て
委
託
さ
れ
た
組
織
又
は
個
人
が
委
託
さ
れ
た
行
政
権
力
を
行
使
す
る
に
当
た
っ
て
、
公
民
、
法
人
及
び
そ
の
他
の
組
織
の
法

律
上
の
権
利
利
益
を
侵
害
し
て
損
害
を
生
じ
さ
せ
た
場
合
は
、
委
託
し
た
行
政
機
関
を
賠
償
義
務
機
関
と
す
る
。

継
受
機
関
賠
償(11)

賠
償
義
務
機
関
が
廃
止
さ
れ
た
場
合
は
、
そ
の
職
権
を
継
受
し
て
行
使
す
る
行
政
機
関
を
賠
償
義
務
期
間
と
す
る
。

廃
止
機
関
賠
償(12)

そ
の
職
権
を
継
受
し
て
行
使
す
る
行
政
機
関
が
存
在
し
な
い
場
合
は
、
そ
の
賠
償
義
務
機
関
を
廃
止
し
た
行
政
機
関
を
賠
償
義
務
機
関
と
す
る
。
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不
服
審
査
機
関
賠
償(13) 

不
服
審
査
機
関
に
よ
る
審
査
を
経
た
場
合
は
、
最
初
に
権
利
を
侵
害
し
た
行
政
機
関
を
賠
償
義
務
機
関
と
す
る
。
た
だ
し
、
不
服
審
査
機
関
に
よ

る
決
定
が
損
害
を
加
重
し
た
場
合
は
、
当
該
不
服
審
査
機
関
が
、
加
重
し
た
部
分
に
対
し
て
賠
償
義
務
を
履
行
す
る
。

派
出
機
関(14)
賠
償(15)

派
出
機
関
が
法
律
、
法
規
又
は
条
例
の
授
権
範
囲
に
お
い
て
職
権
を
行
使
す
る
に
当
た
っ
て
、
公
民
、
法
人
及
び
そ
の
他
の
組
織
の
権
利
利
益
に

損
害
を
生
じ
さ
せ
た
場
合
は
、
派
出
機
関
は
賠
償
義
務
機
関
で
あ
る
。
派
出
機
関
が
上
級
機
関
の
命
令
に
よ
り
業
務
を
執
行
に
当
た
っ
て
、
公
民
、

法
人
又
は
そ
の
他
組
織
の
権
利
利
益
に
損
害
を
生
じ
さ
せ
た
場
合
は
、
業
務
を
委
任
し
た
上
級
行
政
機
関
が
行
政
賠
償
の
義
務
機
関
で
あ
る
。

申
請
機
関
賠
償

法
院
に
具
体
的
行
政
行
為
の
強
制
執
行
を
申
請
し
た
場
合
、
そ
の
執
行
に
お
い
て
根
拠
に
錯
誤
が
あ
れ
ば
、
申
請
機
関
が
賠
償
義
務
機
関
で
あ
る
。

中
国
の
国
家
賠
償
法
二
条(16)

は
、﹁
国
家
機
関
及
び
そ
の
職
員(17)

﹂
が
違
法
に
職
権
を
行
使
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
公
民
、
法
人
及
び

そ
の
他
の
組
織
の
法
律
上
の
権
利
利
益
を
侵
害
し
て
損
害
を
生
じ
さ
せ
た
場
合
に
は
、
被
害
者
は
こ
の
法
律
の
定
め
た
と
こ
ろ
に
よ

り
、
国
家
賠
償
を
受
け
る
権
利
を
有
す
る
と
定
め
て
い
る
。
ま
た
、
そ
の
二
項
に
お
い
て
、
国
家
賠
償
法
は
、﹁
こ
の
法
律
に
規
定

す
る
賠
償
義
務
機
関
が
そ
の
義
務
を
履
行
す
る
﹂
と
定
め
た
。
し
か
し
、
権
利
侵
害
機
関
︵
不
法
行
為
責
任
機
関
︶
と
賠
償
義
務
機

関
と
の
事
務
の
分
担
が
複
雑
で
あ
る
た
め
、
何
が
権
利
侵
害
機
関
︵
不
法
行
為
責
任
機
関
︶
で
あ
り
、
何
が
賠
償
義
務
機
関
で
あ
る

か
を
決
め
る
こ
と
は
、
困
難
で
あ
る
。
ま
た
、
こ
の
複
雑
な
関
係
に
帰
因
し
て
、
膨
大
な
数
の
﹁
賠
償
義
務
機
関
﹂
が
登
場
す
る
こ

と
に
な
る
。

国
家
賠
償
法
に
つ
い
て
は
、
多
く
の
学
者
は
、
国
の
自
己
責
任
を
定
め
た
も
の
で
あ
る
と
主
張
し
て
い
る
。
し
か
し
、
賠
償
責
任

機
関
は
、
実
際
は
機
関
賠
償
の
仕
組
み
を
と
る
こ
と
か
ら
賠
償
義
務
機
関
が
責
任
を
負
っ
て
お
り
、
国
の
責
任
を
直
接
問
う
も
の
に

は
な
っ
て
い
な
い(18)

。
こ
の
結
果
、
公
民
が
、
国
家
賠
償
を
求
め
る
と
き
は
、
国
に
賠
償
責
任
を
求
め
る
こ
と
は
で
き
な
い
の
で
あ
る
。

あ
く
ま
で
、
賠
償
義
務
機
関
が
責
任
を
負
う
こ
と
に
な
る
。
し
か
し
、
何
が
賠
償
義
務
機
関
で
あ
る
か
は
明
確
で
は
な
い(19)

。
そ
こ
で
、

﹁
違
法
確
認
﹂
と
﹁
処
理
前
置
﹂(20)

の
仕
組
み
を
国
家
賠
償
請
求
に
先
立
っ
て
用
意
す
る
な
ど
、
賠
償
義
務
機
関
を
確
定
す
る
た
め
に
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複
雑
な
事
前
手
続
を
入
れ
る
こ
と
が
必
要
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
実
際
の
賠
償
費
用
は
各
級
の
政
府
の
財
源
か
ら
支
払
わ
れ
る
こ

と
に
な
る
。
具
体
的
に
言
え
ば
、
国
務
院
・
部
・
委
員
会
及
び
そ
の
傘
下
に
あ
る
行
政
機
関
あ
る
い
は
そ
の
他
の
組
織
に
よ
る
不
法

行
為
に
対
す
る
賠
償
は
中
央
政
府
の
財
源
か
ら
、
省
・
市
及
び
自
治
区
及
び
そ
の
傘
下
に
あ
る
行
政
機
関
あ
る
い
は
そ
の
他
の
組
織

に
よ
る
不
法
行
為
に
対
す
る
賠
償
は
省
、
市
、
自
治
区
の
政
府
の
財
源
か
ら
、
そ
れ
ぞ
れ
支
払
う
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

中
国
国
家
賠
償
法
に
お
け
る
賠
償
義
務
機
関
は
分
散
モ
デ
ル
を
と
っ
て
い
る
と
い
わ
れ
て
い
る
。
こ
の
モ
デ
ル
の
下
で
は
、
賠
償

義
務
機
関
は
、
賠
償
責
任
を
負
う
以
外
に
、﹁
処
理
前
置
﹂
の
相
手
方
と
な
り
、
ま
た
﹁
違
法
確
認
﹂
を
行
う
機
関
の
立
場
に
な
っ

て
い
る(21)

。
な
お
こ
の
制
度
に
つ
い
て
は
、
近
年
、﹁
賠
償
責
任
の
確
認
﹂
と
﹁
賠
償
義
務
の
履
行
﹂
を
分
け
る
必
要
が
あ
る
と
主
張(22)

す
る
考
え
も
あ
る
。

二
〇
一
〇
年
﹁
国
家
賠
償
法
﹂
の
改
正
に
よ
り
、
そ
の
三
七
条(23)

に
お
い
て
、﹁
賠
償
義
務
機
関
が
先
に
賠
償
金
を
支
払
い
、
後
に

中
央
政
府
又
は
地
方
政
府
が
予
算
を
確
認
し
支
払
う
︵
先
支
付
後
核
拨
︶﹂
と
い
う
原
則
が
設
け
ら
れ
た
。
ま
た
、
賠
償
義
務
機
関

が
自
ら
行
っ
て
い
た
﹁
違
法
確
認
﹂
手
続
に
つ
い
て
は
削
除
し
て
い
る
。

賠
償
金
支
払
い
の
具
体
的
方
法
は
、
国
務
院
﹁
国
家
賠
償
費
用
管
理
弁
法
﹂(24)

に
定
め
ら
れ
て
い
る
。
各
級
の
政
府
は
、
賠
償
費
用

を
負
担
す
る
場
合
は
、
所
属
部
門
や
行
政
機
関
か
ら
の
支
払
い
請
求
に
対
し
て
審
査
権
を
有
し
て
い
る(25)

。
し
か
し
、
不
法
行
為
の
賠

償
責
任
が
国
の
自
己
責
任
で
あ
る
と
い
う
原
則
か
ら
す
れ
ば
、
抽
象
的
意
味
で
の
﹁
国
﹂
を
実
際
に
代
表
す
る
各
級
政
府
が
、
自
ら

所
属
し
て
い
る
行
政
機
関
に
よ
っ
て
引
き
起
こ
さ
れ
た
損
害
に
対
し
て
、
責
任
を
負
う
の
が
当
然
で
あ
る
。
と
こ
ろ
が
、
人
民
法
院

が
賠
償
決
定
を
行
っ
た
場
合
、
支
払
い
の
請
求
に
対
し
て
、
各
級
政
府
が
、
再
度
こ
れ
を
審
査
す
る
権
限
を
有
す
る
と
い
う
の
が
現

在
の
仕
組
み
は
理
解
で
き
な
い
も
の
で
あ
る
。﹁
国
家
賠
償
費
用
管
理
弁
法
﹂
二
条(26)

及
び
七
条(27)

に
お
い
て
は
、﹁
先
支
付
後
核
拨
﹂
の

原
則
定
め
て
い
た
。
し
か
し
、実
際
、﹁
面
子
﹂
を
大
事
に
す
る
中
国
の
行
政
機
関
は
﹁
家
の
恥
を
世
間
に
さ
ら
す
べ
き
で
は
な
い
︵
家
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丑
不
可
外
掲
︶﹂
と
し
、
上
級
行
政
機
関
又
は
政
府
に
知
ら
せ
る
の
を
防
ぐ
た
め
、
賠
償
責
任
を
否
認
す
る
か
、
自
己
行
政
機
関
の

一
般
会
計
予
算
か
ら
捻
出
し
て
払
う
か
、
又
は
原
告
と
示
談
す
る
ケ
ー
ス
が
多
い(28)

。
な
ぜ
な
ら
、
こ
れ
は
、
行
政
機
関
の
幹
部
職
の

﹁
政
績(29)

﹂
と
関
わ
り
、
昇
任
、
懲
罰
に
影
響
す
る
と
考
え
ら
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
国
家
賠
償
法
改
正
後
、﹁
先
支
付
後
核
抜
﹂
の
原
則

が
、賠
償
義
務
機
関
に
よ
り
賠
償
金
の
支
払
い
の
延
期
と
拒
否
、﹁
示
談
﹂す
る
現
象
を
ど
れ
く
ら
い
防
ぐ
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ

た
か
は
、
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
な
い
。

政
策
的
救
済
か
ら
法
的
救
済
へ
の
道
を
歩
ん
で
い
る
中
国
国
家
賠
償
責
任
の
沿
革
か
ら
す
る
と
、
現
行
法
が
採
用
す
る
﹁
機
関
賠

償
﹂
制
度
も
、
共
産
党
及
び
政
府
が
各
級
行
政
機
関
に
対
し
て
監
視
・
監
督
・
管
理
を
行
う
こ
と
を
主
な
目
的
と
し
て
導
入
し
た
制

度
で
あ
る
と
い
う
伝
統
的
政
策
的
救
済
が
有
し
て
い
た
特
徴
を
色
濃
く
有
し
た
も
の
と
し
て
、な
お
も
位
置
づ
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

注
１　

馬
懐
徳
﹃
国
家
賠
償
法
的
理
論
與
実
務
﹄︵
中
国
法
制
出
版
社
、
一
九
九
四
年
︶
一
一
九
頁
、
姜
明
安
ほ
か
﹃
行
政
法
與
行
政
訴
訟
法
︵
第
五
版
︶﹄︵
北

京
大
学
出
版
社
・
高
等
教
育
出
版
社
、
二
〇
一
二
年
︶
五
九
二
頁
～
五
九
三
頁
、
高
家
偉
﹃
国
家
賠
償
法
﹄︵
商
務
印
書
館
、
二
〇
〇
四
年
︶
一
八
三
頁
、

冼
徳
慶
﹁
浅
議
行
政
賠
償
義
務
主
体
﹂
華
南
師
範
大
学
学
報
第
二
期
︵
一
九
九
三
年
︶
一
一
〇
頁
参
照
。

⑵　

第
七
条　
﹁
行
政
機
関
及
び
そ
の
職
員
が
行
政
上
の
職
権
を
行
使
す
る
に
当
た
っ
て
、
公
民
、
法
人
及
び
そ
の
他
の
組
織
の
法
律
上
の
権
利
利
益
を
侵

害
し
て
損
害
を
生
じ
さ
せ
た
場
合
は
、
当
該
行
政
機
関
を
賠
償
義
務
機
関
と
す
る
。

　

2　

二
つ
以
上
の
行
政
機
関
が
共
同
で
行
政
上
の
職
権
を
行
使
す
る
に
当
た
っ
て
、
公
民
、
法
人
及
び
そ
の
他
の
組
織
の
法
律
上
の
権
利
利
益
を
侵
害
し

て
損
害
を
生
じ
さ
せ
た
場
合
は
、
共
同
で
行
政
上
の
職
権
を
行
使
し
た
行
政
機
関
を
共
同
の
行
政
賠
償
義
務
機
関
と
す
る
。

　

3　

法
律
及
び
法
規
に
よ
っ
て
授
権
さ
れ
た
組
織
が
与
え
ら
れ
た
権
力
を
行
使
す
る
に
当
た
っ
て
、
公
民
、
法
人
及
び
そ
の
他
の
組
織
の
法
律
上
の
権
利
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利
益
を
侵
害
し
損
害
を
生
じ
さ
せ
た
場
合
は
、
授
権
さ
れ
た
組
織
を
賠
償
義
務
機
関
と
す
る
。

　

4　

行
政
機
関
に
よ
っ
て
委
任
さ
れ
た
組
織
又
は
個
人
が
委
任
さ
れ
た
行
政
権
力
を
行
使
す
る
に
当
た
っ
て
、
公
民
、
法
人
及
び
そ
の
他
の
組
織
の
法
律

上
の
権
利
利
益
を
侵
害
し
て
損
害
を
生
じ
さ
せ
た
場
合
は
、
委
任
行
政
機
関
を
賠
償
義
務
機
関
と
す
る
。

　

5　

賠
償
義
務
機
関
が
廃
止
さ
れ
た
場
合
は
、
そ
の
職
権
を
継
受
し
て
行
使
す
る
行
政
機
関
を
賠
償
義
務
期
間
と
す
る
。
そ
の
職
権
を
継
受
し
て
行
使
す

る
行
政
機
関
が
存
在
し
な
い
場
合
は
、
そ
の
賠
償
義
務
機
関
を
廃
止
し
た
行
政
機
関
を
賠
償
義
務
機
関
と
す
る
。﹂

⑶　
﹁
最
高
人
民
法
院
に
よ
る
行
政
訴
訟
法
の
執
行
に
関
す
る
若
干
の
問
題
の
解
釈
﹂
は
、
以
下
の
規
定
を
定
め
、
そ
の
解
釈
を
示
し
て
い
る
。

　

第
一
九
条
﹁
当
事
者
は
、
上
級
行
政
機
関
の
許
可
を
経
て
行
っ
た
行
政
行
為
に
不
服
が
あ
り
、
行
政
訴
訟
を
提
起
し
た
場
合
、
対
外
的
に
法
律
効
力
を
有

す
る
文
書
に
サ
イ
ン
を
し
た
機
関
が
被
告
と
な
る
。﹂

　

第
二
〇
条
﹁
行
政
機
関
が
設
置
し
、行
政
上
の
管
理
機
能
を
賦
与
し
た
が
、責
任
能
力
を
も
っ
て
い
な
い
機
関
が
自
己
の
名
義
で
具
体
的
行
政
行
為
を
行
っ

た
場
合
に
お
い
て
、
当
事
者
が
そ
の
機
関
に
不
服
が
あ
り
、
行
政
訴
訟
を
提
起
し
た
と
き
に
、
当
該
機
関
を
設
置
し
た
行
政
機
関
が
被
告
と
な
る
。

　

2　

行
政
機
関
が
設
立
し
た
内
部
機
関
又
は
派
出
︵
手
先
︶
機
関
が
法
律
、
法
規
又
は
行
政
規
則
の
授
権
が
な
い
場
合
に
、
当
事
者
が
そ
の
機
関
が
自
己

の
名
義
で
行
っ
た
具
体
的
行
政
行
為
に
不
服
が
あ
り
、
行
政
訴
訟
を
提
起
し
た
と
き
は
、
当
該
機
関
を
設
置
し
た
行
政
機
関
が
被
告
と
な
る
。

　

3　

行
政
機
関
が
設
立
し
た
内
部
機
関
又
は
派
出
︵
手
先
︶
機
関
が
法
律
、
法
規
又
は
行
政
規
則
の
授
権
範
囲
を
超
え
て
行
政
行
為
を
行
っ
た
場
合
に
お

い
て
、
当
事
者
は
不
服
が
あ
り
、
行
政
訴
訟
を
提
起
し
た
と
き
、
当
該
行
政
行
為
を
行
っ
た
行
政
機
関
が
被
告
と
な
る
。﹂

　

第
二
十
一
条
﹁
行
政
機
関
が
法
律
、
法
規
又
は
行
政
規
則
の
授
権
が
な
く
、
設
立
し
た
内
部
機
関
、
派
出
︵
手
先
︶
機
関
又
は
そ
の
他
の
組
織
が
職
権
の

行
使
を
行
っ
た
場
合
に
は
、
委
託
と
解
す
る
。
当
事
者
は
不
服
が
あ
り
、
行
政
訴
訟
を
提
起
し
た
と
き
は
、
当
該
行
政
機
関
が
被
告
と
な
る
。﹂

　

第
二
二
条
﹁
不
服
審
査
機
関
が
法
律
で
定
め
ら
れ
た
期
間
内
に
お
い
て
不
服
審
査
決
定
を
行
わ
な
い
場
合
、当
事
者
が
具
体
的
行
政
行
為
に
不
服
が
あ
り
、

行
政
訴
訟
を
提
起
し
た
と
き
は
、具
体
的
行
政
行
為
︵
現
処
分
︶
を
行
っ
た
機
関
が
被
告
と
な
る
。
当
事
者
が
不
服
審
査
機
関
の
不
作
為
に
不
服
が
あ
り
、
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行
政
訴
訟
を
提
起
し
た
場
合
は
当
該
不
服
審
査
機
関
が
被
告
と
な
る
。﹂

⑷　

国
又
は
公
共
団
体
を
法
人
と
す
る
日
本
と
は
違
い
、
中
国
に
お
い
て
は
、
国
又
は
公
共
団
体
を
法
人
と
し
て
認
め
て
い
な
い
。
詳
し
く
は
、
第
七
章
参

照
。

⑸　

分
散
モ
デ
ル
を
採
っ
て
い
る
国
と
地
域
は
、
ア
メ
リ
カ
、
中
国
、
台
湾
地
域
で
あ
る
と
中
国
で
は
紹
介
さ
れ
て
い
る
。
詳
し
く
は
、
馬
懐
徳
ほ
か
﹃
中

国
国
家
賠
償
問
題
研
究
﹄︵
法
律
出
版
社
、
二
〇
〇
五
年
︶
一
九
八
頁
～
二
〇
〇
頁
、
高
家
偉
前
掲
著
書
一
八
三
頁
～
一
八
六
頁
参
照
。

⑹　

集
中
モ
デ
ル
を
採
っ
て
い
る
国
は
、
イ
ギ
リ
ス
、
フ
ラ
ン
ス
、
ド
イ
ツ
、
ス
イ
ス
、
韓
国
等
で
あ
る
と
中
国
で
は
紹
介
さ
れ
て
い
る
。
詳
し
く
は
、
馬

懐
徳
ほ
か
前
掲
注
⑸
書
一
九
八
頁
～
二
〇
〇
頁
、
高
家
偉
前
掲
注
１
書
一
八
三
頁
～
一
八
六
頁
参
照
。

⑺　

国
家
賠
償
法
七
条
一
項

⑻　

国
家
賠
償
法
七
条
二
項

⑼　

国
家
賠
償
法
七
条
三
項

⑽　

国
家
賠
償
法
七
条
四
項

⑾　

国
家
賠
償
法
七
条
五
項

⑿　

国
家
賠
償
法
七
条
五
項

⒀　

国
家
賠
償
法
八
条
、﹁
最
高
人
民
法
院
の
行
政
賠
償
事
件
に
関
す
る
審
理
に
お
け
る
若
干
の
問
題
に
つ
い
て
の
規
定
︵
最
高
人
民
法
院
関
于
審
理
行
政

賠
償
案
件
若
干
問
題
的
規
定
︶﹂
一
八
条
﹁
不
服
審
査
機
関
に
よ
る
決
定
が
損
害
を
加
重
し
た
と
き
、
賠
償
請
求
人
が
原
処
分
を
行
な
っ
た
行
政
機
関
の

み
を
相
手
と
っ
て
行
政
賠
償
訴
訟
を
提
起
し
た
場
合
は
、
現
処
分
を
行
な
っ
た
処
分
機
関
は
被
告
と
な
る
。
賠
償
請
求
人
が
、
不
服
審
査
機
関
の
み
を

相
手
と
っ
て
行
政
賠
償
訴
訟
を
提
起
し
た
場
合
は
、
不
服
審
査
機
関
は
被
告
と
な
る
。﹂

⒁　

派
出
機
関
と
は
、
県
以
上
の
地
方
政
府
の
許
可
を
得
て
、
一
定
の
区
域
内
に
お
い
て
設
立
す
る
行
政
機
関
の
こ
と
を
指
す
。
主
に
、
下
記
の
三
つ
の
類
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型
が
あ
る
。
一　

国
務
院
の
許
可
を
得
て
、
省
、
自
治
区
政
府
が
設
立
し
た
行
政
公
署
︵
主
に
各
民
族
自
治
区
に
設
置
さ
れ
て
い
る
︶
二　

省
、
自
治
区
、

直
轄
市
人
民
政
府
の
許
可
を
得
て
、
県
、
自
治
県
政
府
が
設
立
し
た
区
公
所　

三　

区
又
は
、
区
を
設
置
し
て
い
な
い
政
府
が
上
級
の
人
民
政
府
の
許

可
を
得
て
設
立
し
た
街
道
弁
事
処　

上
記
の
地
方
人
民
政
府
の
派
出
機
関
は
行
政
主
体
の
資
格
を
も
っ
て
い
る
。﹂

⒂　
﹁
最
高
人
民
法
院
が
行
政
訴
訟
法
の
執
行
に
関
す
る
若
干
の
問
題
の
解
釈
︵
最
高
人
民
法
院
関
於
執
行
﹃
行
政
诉
讼
法
﹄
若
干
問
題
的
解
释
︶﹂
二
〇
条

一
項

⒃　

中
国
国
家
賠
償
法
二
条
は
次
の
と
お
り
に
定
め
て
い
る
。﹁
一　

国
家
機
関
お
よ
び
職
員
が
職
権
を
行
使
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
こ
の
法
律
の
規
定
す

る
と
こ
ろ
の
公
民
・
法
人
及
び
そ
の
他
の
組
織
の
法
律
上
の
権
利
利
益
を
侵
害
し
て
損
害
を
生
じ
さ
せ
た
場
合
に
は
、
被
害
者
は
、
こ
の
法
律
の
定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
国
家
賠
償
法
を
受
け
る
権
利
を
有
す
る
。
二　

こ
の
法
律
の
規
定
す
る
と
こ
ろ
の
賠
償
義
務
機
関
は
、
こ
の
法
律
の
定
め
る
と
こ

ろ
に
よ
り
、
迅
速
に
賠
償
義
務
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。﹂

⒄　

権
力
集
中
制
の
下
で
は
、
地
方
の
機
関
及
び
そ
の
職
員
も
中
央
の
国
家
機
関
及
び
職
員
と
同
じ
く
国
家
機
関
の
職
員
︵
公
務
員
︶
に
範
疇
に
含
ま
れ
る

︵﹁
中
華
人
民
共
和
国
公
務
員
法
﹂
二
条

　
﹁
本
法
が
称
す
る
公
務
員
と
は
、
法
律
の
定
め
た
と
こ
ろ
に
よ
り
、
公
職
を
履
行
し
、
国
家
の
行
政
編
成
に
含
ま
れ
て
お
り
、
国
家
の
財
政
か
ら
給
与
及

び
福
利
を
う
け
て
い
る
工
作
人
員
の
こ
と
を
さ
す
﹂。﹁
公
務
員
﹂、﹁
工
作
人
員
﹂、﹁
職
員
﹂
は
、
中
国
に
お
い
て
は
、
法
律
ご
と
に
文
言
上
違
い
が
見

ら
れ
る
が
、
本
稿
に
お
い
て
は
、﹁
職
員
﹂
と
称
す
る
。︶。

⒅　

日
本
の
国
家
賠
償
法
一
条
一
項
﹁
国
又
は
公
共
団
体
の
公
権
力
の
行
使
に
当
た
る
職
員
が
、
そ
の
職
務
を
行
な
う
に
つ
い
て
、
故
意
又
は
過
失
に
よ
っ

て
違
法
に
他
人
に
損
害
を
加
え
た
と
き
は
、
国
又
は
公
共
団
体
が
、
こ
れ
を
賠
償
す
る
責
に
任
ず
る
﹂
と
規
定
し
た
。
日
本
の
国
家
賠
償
法
一
条
に
い

う
﹁
公
共
団
体
﹂
の
な
か
に
、
国
と
地
方
公
共
団
体
が
入
る
の
は
明
確
で
あ
る
。
そ
れ
に
限
る
こ
と
は
な
く
、
例
え
ば
、﹁
公
権
力
の
行
使
﹂
を
ゆ
だ
ね

る
弁
護
士
会
︵
東
京
地
判
昭
和
五
五
・
六
・
一
八
判
時
九
六
九
号
一
一
頁
、﹁
公
共
団
体
﹂
に
含
ま
れ
る
︶
や
、
民
間
企
業
が
建
築
基
本
法
上
の
指
定
法
人
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に
な
っ
て
い
る
よ
う
な
場
合
、
そ
の
団
体
が
﹁
公
権
力
の
行
使
﹂
を
ゆ
だ
ね
ら
れ
て
い
る
こ
と
は
法
律
上
明
確
で
あ
る
が
、
国
家
賠
償
法
上
の
賠
償
責

任
は
指
定
法
人
で
は
な
く
、
事
務
の
帰
属
団
体
で
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
東
京
建
築
検
査
事
件
に
お
い
て
、
最
高
裁
は
、
建
築
基
準
法
の

定
め
か
ら
、﹁
建
築
確
認
に
関
す
る
事
務
を
地
方
公
共
団
体
の
事
務
﹂
と
す
る
前
提
に
立
っ
て
い
る
と
し
て
、
指
定
確
認
検
査
機
関
に
よ
る
確
認
に
関
す

る
事
務
を
地
方
公
共
団
体
の
事
務
と
し
て
、
国
家
賠
償
請
求
訴
訟
を
国
家
賠
償
請
求
訴
訟
に
変
更
す
る
際
の
被
告
を
指
定
法
人
で
は
な
く
、
本
来
の
事

務
の
帰
属
主
体
で
あ
る
市
で
あ
る
と
し
た
︵
最
決
平
成
一
七
・
一
一
・
三
〇
判
自
二
七
七
号
三
一
頁
︶。
詳
し
く
は
、
市
橋
克
哉
ほ
か
﹁
ア
ク
チ
ュ
ア
ル
行

政
法
﹂︵
法
律
文
化
社
、
二
〇
一
〇
年
︶
二
八
七
頁
～
二
八
八
頁
︹
榊
原
秀
訓
︺
参
照
。

⒆　

し
た
が
っ
て
、
機
関
賠
償
の
特
徴
と
そ
の
背
景
で
あ
る
行
政
主
体
論
の
理
論
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。
詳
し
く
は
、
第
七
章
参
照
。

⒇　
﹁
違
法
確
認
﹂
と
﹁
処
理
前
置
﹂
に
関
し
て
は
、
第
五
章
参
照
。

�　

高
家
偉
前
掲
注
１
書
一
九
四
頁
参
照
。

�　

高
家
偉
前
掲
注
１
書
一
九
四
頁
参
照
。
こ
の
問
題
に
関
し
て
は
、
第
五
章
で
詳
し
く
検
討
す
る
。

�　

国
家
賠
償
法
三
七
条

　

賠
償
費
用
は
、
各
級
の
財
政
予
算
に
編
入
す
る
。

　

2　

賠
償
請
求
人
は
効
力
を
生
じ
た
判
決
書
、
不
服
申
立
て
決
定
書
、
賠
償
決
定
書
又
は
調
停
書
に
よ
り
、
賠
償
義
務
機
関
に
賠
償
金
の
支
払
い
を
申
請

す
る
。

　

3　

賠
償
義
務
機
関
は
、
賠
償
支
払
い
を
申
請
し
た
日
か
ら
七
日
以
内
に
、
予
算
管
理
権
限
に
従
い
、
関
連
す
る
財
政
部
門
に
支
払
い
申
請
を
提
出
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
財
政
部
門
は
支
払
い
申
請
を
受
領
し
た
日
か
ら
一
五
日
以
内
に
賠
償
金
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

4　

賠
償
費
用
の
予
算
と
支
払
い
管
理
の
具
体
的
方
法
は
国
務
院
が
定
め
る
。

�　
﹁
国
家
賠
償
費
用
管
理
弁
法
﹂
は
、
一
九
九
五
年
国
務
院
に
よ
り
発
布
さ
れ
た
。
二
〇
一
〇
年
国
家
賠
償
法
改
正
を
受
け
て
、
二
〇
一
一
年
一
二
月
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論　　説

二
九
日
に
、﹁
国
家
賠
償
費
用
管
理
弁
法
﹂
か
ら
﹁
国
家
賠
償
費
用
管
理
条
例
﹂
と
名
前
が
変
更
さ
れ
た
。
そ
の
内
容
に
お
い
て
は
、一
定
範
囲
に
お
い
て
、

賠
償
義
務
機
関
の
賠
償
金
の
請
求
手
続
き
に
お
け
る
規
定
は
、﹁
国
家
賠
償
費
用
管
理
弁
法
﹂
よ
り
詳
細
に
盛
込
ま
れ
た
も
の
の
、
そ
の
基
本
的
な
構
造

は
変
わ
っ
て
い
な
い
。

�　

一
九
九
五
年
﹁
国
家
賠
償
費
用
管
理
弁
法
﹂
一
三
条
﹁
賠
償
義
務
機
関
、財
政
部
門
及
び
そ
の
職
員
は
、以
下
に
列
記
さ
れ
た
行
為
が
あ
る
場
合
は
﹁
財

政
違
法
行
為
処
罰
処
分
条
例
﹂
の
規
定
に
よ
り
処
分
し
、
犯
罪
行
為
が
あ
る
場
合
は
、
刑
事
責
任
を
追
及
す
る
。︵
イ
︶
虚
偽
の
報
告
、
虚
偽
の
受
領
等

の
手
段
を
陥
り
、
国
家
賠
償
費
用
を
騙
し
た
場
合
︵
ロ
︶
国
家
賠
償
法
が
規
定
し
た
賠
償
範
囲
と
計
算
方
法
を
違
反
し
て
、
国
家
賠
償
を
お
こ
な
い
、

財
政
資
金
に
損
失
を
与
え
た
場
合
︵
ハ
︶
法
律
に
よ
ら
ず
、
国
家
賠
償
費
用
を
支
払
っ
た
場
合
︵
ニ
︶
国
家
賠
償
費
用
に
対
し
て
横
領
、
乱
用
、
着
服

等
を
し
た
場
合
︵
ホ
︶
規
定
に
よ
る
と
こ
ろ
な
く
、
関
連
機
関
の
職
員
、
委
託
さ
れ
た
組
織
又
は
個
人
に
対
し
て
国
家
賠
償
費
用
を
負
担
さ
せ
た
り
、

関
連
機
関
の
職
員
に
国
家
賠
償
費
用
を
求
償
し
た
場
合
︵
ヘ
︶
規
定
に
よ
る
と
こ
ろ
な
く
、
負
担
す
べ
き
又
は
求
償
さ
れ
た
国
家
賠
償
費
用
を
会
計
に

報
告
し
な
か
っ
た
場
合

　
﹁
財
政
違
法
行
為
処
罰
処
分
条
例
﹂
6
条
﹁
国
家
機
関
及
び
そ
の
職
員
は
、
以
下
の
と
お
り
に
規
定
を
違
反
し
て
財
政
資
金
を
使
用
、
着
服
し
た
と
き
は
、

命
令
に
よ
り
会
計
項
目
を
修
正
、
調
整
す
べ
き
で
あ
り
、
関
連
財
政
資
金
の
求
償
と
違
法
所
得
を
返
還
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
機
関
に
対
し
て
は
警

告
又
は
戒
告
処
分
を
す
る
。
そ
の
直
接
責
任
者
と
そ
の
他
の
責
任
者
に
対
し
て
は
戒
告
処
分
を
す
る
。
悪
質
な
場
合
は
、
減
給
、
停
職
さ
ら
に
免
職
の

処
分
を
す
る
。︵
イ
︶
虚
偽
の
報
告
、
虚
偽
の
受
領
等
の
手
段
を
陥
り
、
財
政
資
金
を
騙
し
た
場
合
︵
ロ
︶
財
政
資
金
を
横
領
、
乱
用
し
た
場
合
︵
ハ
︶

財
政
資
金
を
延
滞
し
て
配
ら
な
い
場
合
︵
ニ
︶
規
定
に
違
反
し
て
財
政
支
出
を
増
や
し
た
場
合
︵
ホ
︶
そ
の
他
の
規
定
に
違
反
し
て
使
用
、騙
し
た
場
合
﹂

と
定
め
て
い
る
。
こ
の
他
に
も
、﹁
国
家
賠
償
法
﹂
と
﹁
国
家
賠
償
費
用
管
理
弁
法
︵
条
例
︶﹂
を
根
拠
に
、
各
自
地
区
・
各
省
は
﹁
国
家
賠
償
費
用
管

理
規
定
﹂
を
定
め
て
い
る
。

�　
﹁
国
家
賠
償
費
用
管
理
条
例
﹂
二
条
﹁
本
条
例
で
の
﹃
国
家
賠
償
費
用
﹄
と
は
、
賠
償
義
務
機
関
が
国
家
賠
償
法
の
規
定
に
よ
り
、
賠
償
請
求
人
に
支
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払
う
べ
き
費
用
の
こ
と
を
指
す
﹂

�　
﹁
国
家
賠
償
費
用
管
理
条
例
﹂
一
〇
条
﹁
財
政
機
関
は
、
国
家
賠
償
費
用
申
請
を
受
け
た
日
か
ら
一
五
日
以
内
に
、
予
算
と
財
政
国
庫
管
理
の
関
連
規

定
に
よ
り
、
賠
償
費
用
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。﹂

�　

賠
償
金
の
滞
納
及
び
示
談
の
原
因
に
つ
い
て
は
、︵
一
︶
地
方
の
多
く
は
、財
政
難
に
よ
り
国
家
賠
償
費
用
の
た
め
の
財
政
予
算
を
設
け
て
い
な
い
こ
と
、

︵
二
︶
近
年
の
財
政
予
算
制
度
の
改
革
に
よ
り
、
一
部
の
地
方
国
家
機
関
に
お
い
て
は
立
替
の
予
算
が
な
く
な
っ
た
こ
と
、︵
三
︶
一
部
の
賠
償
義
務
機

関
は
、
示
談
の
方
法
に
よ
っ
て
賠
償
金
を
支
払
い
、
賠
償
義
務
機
関
に
対
し
て
相
殺
を
要
求
し
、
財
政
部
門
は
そ
の
差
額
の
分
を
相
殺
す
る
こ
と
等
が

挙
げ
ら
れ
て
い
る
。
詳
し
く
は
、李
適
時︵
当
時
全
人
代
常
務
委
員
会
法
制
工
作
委
員
会
主
任
︶﹁
関
於﹃
中
華
人
民
共
和
国
国
家
賠
償
法
修
正
案︵
草
案
︶﹄

的
説
明
﹂︵
中
国
全
人
代
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジhttp://w

w
w

.npc.gov.cn/w
xzl/gongbao/2010-08/04/content_1587716.htm

　

最
終
ア
ク
セ
ス
日
二
〇
一
二
年

九
月
二
五
日
︶
参
照
。

�　

中
国
で
﹁
政
積
﹂
と
は
、
実
績
、
功
績
と
同
義
語
と
し
て
使
わ
れ
て
い
る
。﹁
政
績
﹂
評
価
に
関
す
る
具
体
的
規
範
は
な
く
、
従
来
は
、
人
民
に
対
し

て
役
に
立
つ
政
策
を
如
何
に
行
っ
て
い
る
か
、
又
は
、
国
家
の
政
策
を
如
何
に
貫
徹
し
て
い
る
か
等
が
主
な
基
準
と
な
っ
て
い
た
。
と
こ
ろ
が
、
近
年

に
お
い
て
は
、
幹
部
職
員
が
市
場
経
済
の
促
進
に
関
す
る
国
家
政
策
を
し
っ
か
り
履
行
し
て
い
る
か
否
か
に
つ
い
て
も
基
準
と
な
っ
て
い
る
。﹁
政
積
﹂

の
評
価
は
、
中
国
に
お
い
て
、
共
産
党
及
び
政
府
の
幹
部
職
員
の
、
選
抜
、
昇
任
、
懲
罰
の
際
の
重
要
な
要
素
に
な
っ
て
い
る
。
詳
し
く
は
、
鄭
明
﹁
政

積
簡
議
﹂︵
領
導
工
作
論
壇
、
一
九
九
〇
年
五
期
︶
二
〇
頁
～
二
一
頁
、
李
適
時
前
掲
注
�
報
告
の
と
こ
ろ
を
参
照
。




